
（平成２１年７月２９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 22 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 13 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 17 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 13 件

年金記録確認北海道地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



北海道国民年金 事案 1156 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 52年４月から 53年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年５月から 51年３月まで 

             ② 昭和 52年４月から 53年３月まで 

自宅に役所関係者と思われる者が来た際、「このまま国民年金の保険料を

払わないでいると、将来もらえる年金が少なくなる。このままでは時効に

なるので納められなくなるが、今ならまだ間に合うので、保険料を納めた

方がよい。」と言われて、昭和 48 年ごろに何年か分の私の国民年金保険料

をまとめてその集金人に払ったと、その当時から妻に聞いていた。 

その後の保険料もしばらくは集金人に納付しており、未納期間は無いは

ずであり、申立期間の納付事実を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①について、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人及びその妻は、申立人

に係る国民年金への加入手続及び国民年金手帳についての記憶があいまい

である。 

   また、申立人は、何年か分の国民年金保険料を、自宅に来た集金人に払っ

たとしているが、Ａ市では、国民年金推進員（集金人）を含め、国民年金の

過年度保険料の収納事務は行っていないことから、申立人の供述内容と一致

しないほか、まとめて納付したとする金額も、遡及
そきゅう

納付や前納を考慮して計

算した実際の保険料額と大きく相違する。 

   さらに、申立人及びその妻は、昭和 48 年ごろに保険料をまとめて払った

後の保険料については、継続して集金人に納付していたとしているが、申立



人の国民年金手帳記号番号は53年12月ごろに払い出されていることが確認

でき、それ以前から継続して保険料を納付していたのであれば、同時点で改

めて国民年金への加入手続がされ、新たな当該記号番号が払い出されること

は極めて不自然であることから、申立人が継続して集金人に保険料を納付し

たものとは考えられない。 

   加えて、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡が無い上、

ほかに申立期間①の国民年金保険料が納付されていたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

 ２ 申立期間②について、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和

53年 12月ごろにおいて、申立期間②の国民年金保険料は過年度保険料とし

て納付が可能な期間である上、申立人は申立期間②の以前の 51 年４月から

52年３月までの保険料を過年度納付したものと推認できる。 

   また、申立人及びその妻の供述により、当該手帳記号番号の払出当時、保

険料を納付できる十分な資力があったと考えられることなどから、過年度保

険料のうち、申立期間②の保険料のみを納付しなかったとするのは不自然で

ある。 

   さらに、申立人は、申立期間①及び②を除き国民年金の未納期間は無く、

厚生年金保険と国民年金との切替手続を適切に行うなど、国民年金保険料の

納付意識は高かったものと認められる。 

 ３ その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和52年４月から53年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



北海道国民年金 事案 1157 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人は、申立期間のうち、昭和 51年３月の国民年金保険料(付加保険料を

含む)については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

     

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 48 年４月から 51 年３月まで 

    親元で生活していた 23 歳ごろ、私はＡ職をしており公的年金に未加入で

あったが、私の父親から国民年金への加入を勧められ、Ｂ市Ｃ区役所と思わ

れる所で、父親が私の国民年金加入手続（付加年金を含む）を行ってくれた

上、申立期間の保険料（付加保険料を含む）については、自宅を訪れる集金

人に納付していた。その後、昭和 49年から 50年ごろに納付方法が変わり、

Ｄ銀行本店に振込納付していた。 

    また、私が国民年金に加入して２年後か３年後に、私の母親が国民年金に

任意加入したことも記憶している。 

申立期間の保険料（付加保険料を含む）が未納とされていることは納得で

きない。 

      

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、国民年金の加入手続をＢ市Ｃ区役所と思われ

る所で行ったと主張しているが、Ｂ市の被保険者名簿及び社会保険庁の保管す

る特殊台帳（マイクロフィルム）並びに申立人の所持する国民年金手帳のいず

れも申立期間当時の住所は同市Ｅ区となっており、申立人の主張とは相違して

いる。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人の国民年金加入手続は故人であ

る実父が行ったとして、申立人自身は関与しておらず、加入後に交付された国

民年金手帳の様式及び月額保険料等についての申立人の記憶も曖昧
あいまい

である。 



さらに、申立人は「国民年金保険料を市の集金人に自宅で納付した際に、納

付月が４月から翌年３月まで記載された１枚の用紙に印紙かシールのような

ものをはってもらった。」とし、印紙検認方式による収納事務であったと供述

しているが、申立期間当時、Ｂ市では規則検認方式による収納事務を行ってお

り、申立人が記憶している納付方式と一致しない。 

加えて、申立人が所持する国民年金手帳には、「はじめて被保険者となった

日」として昭和 51年３月 31日と記載されている上、Ｂ市の被保険者名簿及び

社会保険庁の保管する特殊台帳（マイクロフィルム）にも当該年月日が記載さ

れており、これら記録内容に不自然な点はみられない。 

その上、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された時期は、当該国民年

金手帳記号番号の周辺被保険者の資格状況調査結果により、昭和 51 年４月ご

ろと推認できることから、その時点で、申立期間の一部は過年度納付が可能で

あったが、申立人は、申立期間の保険料の納付方法について 遡
さかのぼ

って納付した

とする供述をしていない上、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

しかしながら、申立期間のうち、昭和 51 年３月の保険料に係る社会保険庁

保管の付加保険記録にある「始期が昭和 51年４月から終期は 61年３月」との

記載については、ⅰ）市役所の納付記録データ等の記録を社会保険事務所の台

帳に転記する際に、51 年３月の定額保険料の納付事実が確認できなかったの

で、納付事実が確認できた時期である同年４月を基に、「始期は昭和 51年４月

から」と記載されたこと、ⅱ）51 年３月の納付書の交付有無については不明

であることから、行政側の記録管理が適切に行われていなかったと推認される

上、申立人は同年４月以降の国民年金保険料（付加保険料を含む）をすべて納

付していること、及び申立期間当時同居していた申立人の母親は、同年３月に

国民年金に任意加入し国民年金保険料（付加保険料を含む）を完納しているこ

となど、申立人の家庭は国民年金制度に対する意識が高かったものと推認でき、

申立人は同年３月の保険料（付加保険料を含む）を納付していたものと考えら

れる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間のうち、昭和

51 年３月の国民年金保険料（付加保険料を含む）を納付していたもの認めら

れる。 

 



北海道国民年金 事案 1158 

 

第１ 委員会の結論                              

申立人の昭和 59年７月から 60年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年７月から 60年３月まで 

自分の将来の生活を考え、国民年金に加入し、その保険料を納付していた

ので、申立期間に係る保険料も納付していたはずである。 

申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

      

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は９か月と短期間である。  

また、申立期間の国民年金保険料について、ⅰ）Ａ市が保管する国民年金被

保険者名簿により、昭和 60 年６月１日時点では未納期間と記録とされていた

こと、ⅱ）社会保険庁の記録から、社会保険事務所が申立期間に係る過年度保

険料の納付書を作成した同年 10月 11日時点においても、当該期間は未納であ

ったものと推認できるものの、申立人の 46 年９月以降の国民年金加入期間に

係る保険料は、申立期間以外は納付済みとなっている上、60年 11月から平成

４年１月までの国民年金保険料の法定免除期間については、平成４年度から

10年度までの間にすべて追納により完納されている。 

さらに、平成 16年２月からは、申立人は、国民年金任意加入の被保険者と

なる手続を行った上、付加保険にも加入し 65歳まで定額保険料及び付加保険

料を完納しているなど、申立人の国民年金制度に対する意識は高かったもの

と認められる。 

加えて、申立人は、社会保険庁及びＡ市が保管する記録において、昭和 60

年６月にＡ市Ｂ区の同一区内で転居したことが確認されており、ⅰ）社会保

険事務所では同年 10 月の時点で未納となっていた申立期間に係る国民年金

保険料の納付書を転居先の住所に送付したものと認められること、ⅱ）申立

人が「国民年金保険料の納付書が送付されたら必ず納付してきた。」と主張



しているところ、転居直後の同年７月から同年 10月までの保険料は納期限内

に納付されている上、申立期間直前の 59年１月から同年６月までの保険料も

納期限内に納付されていることから、申立人は、申立期間の保険料を過年度

納付したものと推認することに不自然さは無い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1159 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人は昭和 48年 10月から同年 12 月までの国民年金保険料（付加保険料

を含む）及び 49 年１月から同年３月までの付加保険料を納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年 10月から 49年３月まで 

    昭和47年10月に国民年金に任意加入し、同時に付加年金の申込みをして、

60歳まで国民年金保険料（付加保険料を含む）を納付していた。 

しかし、申立期間のうち、昭和 48年 10月から同年 12月までの保険料（付

加保険料を含む）は未納とされており、さらに、49 年１月から同年３月ま

での付加保険料は未納と記録されている。 

申立期間については定額保険料及び付加保険料はすべて納付しているは

ずなので、未納記録が存在していることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、６か月と短期間であるとともに、申立人は昭和 47年 10月に国

民年金に任意加入し、60 歳まで申立期間を除くすべての期間について、定額

保険料に加え、付加保険料も納付している上、納付日が確認できる期間につい

ては納期限内に納付していることから、申立人は国民年金に対する納付意識が

高かったものと認められる。 

また、申立期間の前後において生活状況に大きな変化は認められないことか

ら、申立期間のうち昭和 48年 10月から同年 12月までの期間について国民年

金保険料（付加保険料を含む）を納付しなかったこと、及び申立期間のうち

49 年１月から同年３月までの付加保険料を納付しなかったことはいずれも考

え難い。 

   さらに、申立人は｢自宅が辺鄙
へ ん ぴ

な場所にあったため、近所の会館前にＡ市の

バスが来て国民年金の加入勧奨を行ったことを契機に、自分自身が国民年金へ



の任意加入及び付加年金加入の手続を行い、申立期間の保険料（付加保険料を

含む）を納付した。｣としており、国民年金の加入手続及び申立期間の保険料

納付について、当時の状況を鮮明に記憶している。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人の昭和 48年 10月から同

年 12月までの国民年金保険料（付加保険料を含む）及び 49年１月から同年３

月までの付加保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1160 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成元年３月及び２年３月の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年５月から 50年３月まで 

             ② 平成元年３月 

             ③ 平成２年３月 

    私は、妻が 20歳に到達した昭和 46年＊月に、それまで未加入であった国

民年金に妻と一緒に加入した。私の国民年金保険料は、私が金融機関で妻の

分と併せて納付してきたはずであり、申立期間が未納とされていることに納

得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、申立人の妻が 20歳に到達した昭和 46年＊

月に、申立人自身が夫婦の国民年金加入手続を行い、それ以降、国民年金保険

料を納付してきたと主張しているが、申立人及びその妻が所持する国民年金手

帳に記載された国民年金手帳記号番号は連番となっていることが確認できる

ものの、同記号番号は、社会保険庁の記録により、50 年４月以降に払い出さ

れたものと推定できることから、その時期に申立人の国民年金の加入手続が行

われ、同時に申立人の被保険者資格が 40 年６月までさかのぼって取得（強制

加入）されたものと推認できる（申立人の妻は昭和 46年＊月）。 

また、申立人が国民年金の加入手続を行った時点では、申立期間①の国民年

金保険料は、特例納付及び過年度納付が可能であるものの、申立人にはさかの

ぼって保険料を納付した記憶が無く、それ以前に申立人に対し別の国民年金手

帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立期間①は３年 11 か月と長期間であり、申立人が当該期間の国



民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が

無い上、ほかに当該期間の保険料が納付されたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

一方、申立期間②及び③については、それぞれ１か月と短期間であり、当該

期間の前後を通じて、申立人の国民年金保険料は納付済みである上、申立人は、

当該期間に転職や住所の変更等は無く、その生活状況にも大きな変化がみられ

ないことから、保険料納付を行うことが困難な経済状況にあったものとは考え

難い。 

加えて、申立人は、昭和 50 年４月以降、60 歳到達までの期間については、

申立期間②及び③を除き、国民年金保険料をすべて納付しているなど、保険料

の納付意識が高かったことがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成元年３月及び２年３月の国民年金保険料については、納付していたものと認

められる。 



北海道国民年金 事案 1161 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成元年３月及び２年３月の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年５月から 50年３月まで 

             ② 平成元年３月 

             ③ 平成２年３月 

    私は、20歳に到達した昭和 46年＊月に、私の夫と一緒に国民年金に加入

した。私の国民年金保険料は、夫が金融機関で夫婦二人分を併せて納付して

きたはずなので、申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、20歳に到達した昭和 46年＊月に、申立人

の夫が夫婦の国民年金加入手続を行い、それ以降、その夫が国民年金保険料を

納付してきたと主張しているが、申立人及びその夫が所持する国民年金手帳に

記載された国民年金手帳記号番号は連番となっていることが確認できるもの

の、同記号番号は、社会保険庁の記録により、50 年４月以降に払い出された

ものと推定できることから、その時期に申立人の国民年金の加入手続が行われ、

同時に申立人の被保険者資格が 46 年５月までさかのぼって取得（強制加入）

されたものと推認できる（申立人の夫は昭和 40年６月）。 

また、申立人の夫が国民年金の加入手続を行った時点では、申立期間①の国

民年金保険料は、特例納付及び過年度納付が可能であるものの、申立人の夫に

はさかのぼって保険料を納付した記憶が無く、それ以前に申立人に対し別の国

民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立期間①は３年 11 か月と長期間であり、申立人の夫が当該期間

に係る申立人の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、



確定申告書等）が無い上、ほかに当該期間の保険料が納付されたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

一方、申立期間②及び③については、申立人及びその夫の国民年金保険料の

収納年月日が確認できる昭和 50 年度から平成５年度までの期間において、ほ

とんど同一納付年月日となっていることから、その夫が申立人の保険料と併せ

て自分の保険料を納付していたものと推認できる。 

加えて、申立人は、昭和 50 年４月以降、現在に至るまで国民年金保険料を

継続して納付しており、申立期間②及び③を除いて、国民年金保険料をすべて

納付しているなど、保険料の納付意識が高かったことがうかがえる。 

このほか、申立期間②及び③については、それぞれ１か月と短期間であり、

当該期間の前後を通じて、申立人の国民年金保険料は納付済みである上、申立

人には、当該期間に転職や住所の変更等は無く、その生活状況にも大きな変化

がみられないことから、保険料納付を行うことが困難な経済状況にあったもの

とは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成元年３月及び２年３月の国民年金保険料については、納付していたものと認

められる。 



北海道国民年金 事案 1162 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 38年４月から 39年２月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年４月から 39年３月まで 

国民年金加入当初の２年度分の保険料未納期間に係る過年度納付書が届

いたので、昭和 45 年６月にその保険料を納付した。これで未納期間は無い

と思っていたが、社会保険事務所から、「当時納付した保険料は、昭和 36

年度及び 37年度の２年度分の保険料であり、このうち誤って収納された 20

歳前の 11か月分の保険料は還付されたため、37年度分だけが納付済みとな

り、これに続く申立期間は免除期間のままである。」旨を説明された。 

しかし、誤った納付書を送付したのは、社会保険事務所の責任であり、還

付されたとする還付金も受領した記憶は無い。保険料は間違いなく２年度分

納付させられたはずなので、申立期間が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立人が保持していた社会保険事務所からの案内書には同封の納付書に

よって納付を行う旨の記載がされており、納付勧奨があったことが確認でき

るとともに、当該案内において、送付され申立人が納付した期間については、 

昭和 36年４月から 38年３月までの期間に係る国民年金保険料（2,400円）

であったことが、申立人の所持する納付書・領収証書及び特殊台帳により確

認できるところ、当該納付した期間には、20 歳前の期間が含まれているな

ど、当時、申立人が納付可能であった 37年３月から 39年３月までの期間と

異なる期間の納付書が発行されたことは明らかである。 

 ２ しかしながら、当該納付勧奨の趣旨からすれば、当時、申立人が納付可能

であった期間について、納付するよう納付書を発行していたものであり、納



付された保険料は、その趣旨に対応したものと考えるのが適当であるから、

当時、申立人が納付可能であった昭和 37年３月から 39年３月までの期間の

うちの２年間分の保険料相当額が納付されたと見るのが適切であり、申立期

間のうち納付済みとされていない昭和38年４月から39年２月までの期間は

当該納付によって納付されたと考えるのが妥当である。    

 ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和38年４月から39年２月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



北海道国民年金 事案 1163 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年 12 月から 38年３月までの期間及び 43年４月から 44年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年 12月から 38年３月まで 

             ② 昭和 43年４月から 44年３月まで 

           昭和 38年８月ごろ、Ａ市Ｂ区役所Ｃ出張所に行き国民年金の加入手続を

した。 

申立期間①の国民年金保険料は、昭和 38年度の保険料と同時期に郵便局

で納付した記憶がある。 

申立期間②の国民年金保険料は、自宅に来た集金人に３か月から１年分

をまとめて納付していたと思う。記録上は、国民年金手帳に検認印の無い

昭和 44年度の保険料は納付とされているにもかかわらず、同じく検認印の

無い申立期間②の保険料が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を除き、60歳に到達するまでの 38年８か月の国民年金

加入期間における国民年金保険料をすべて納付していることから、申立人の国

民年金保険料に対する納付意識は高かったものと認められる。 

   また、申立人は、昭和 38 年８月にＡ市Ｂ区役所Ｃ出張所で国民年金の加入

手続を行い、申立期間①の保険料は昭和 38 年度の保険料とは別に郵便局で納

付したと主張しているところ、Ａ市Ｂ区役所では、申立期間①当時、Ｃ出張所

に過年度保険料の納付書も窓口に備え付けていたとしているとともに、保険料

の過年度納付は郵便局又は銀行でのみ納付できるとしていることから、申立人

の主張と一致する。 

   さらに、申立人がＤ市に転入した後の申立期間②については、申立人が保管

する国民年金手帳の昭和43年度及び44年度のいずれにも国民年金印紙検認記

録欄に検認印が押されていないにもかかわらず、印紙検認台紙が切り取られて



いるところ、社会保険事務所が保管する申立人の特殊台帳（マイクロフィルム）

には、44 年度の保険料が昭和 45 年５月 14 日に過年度納付されている記録が

確認でき、当該期間より保険料が安価であり、45 年５月時点で時効となって

いなかった申立期間②の保険料を納付しなかったとするのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1164 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年 11月、同年 12月、及び 48年１月から同年３月までの期

間の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納

付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年 11月及び同年 12月 

                          ② 昭和 48年１月から同年３月まで 

国民年金の加入手続は、亡くなった母親が前居住地のＡ県Ｂ町で行ったた

め、詳しいことは分からないが、両申立期間の国民年金保険料については、

私が仕事ができない日に、数か月分をまとめて納付したと記憶しているので、

両申立期間の保険料の納付を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、合計で５か月と短期間である。 

また、申立人は、国民年金制度が開始された昭和 36 年４月に国民年金に加

入後、60 歳に到達するまで、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付し

ているとともに、厚生年金保険から国民年金への切替手続も適切に行っている

ことから、国民年金保険料の納付意識が高かったものと考えられる。 

さらに、申立人は、両申立期間の保険料の納付について、数か月分をまとめ

てＣ市Ｄ出張所及びＥ区役所で印紙を購入するか、又は納付書に現金を添えて

納付したとしているところ、申立期間①当時において同市Ｄ出張所の存在が、

また、申立期間②当時において同市Ｅ区役所の存在がそれぞれ確認できるとと

もに、両申立期間当時の保険料の納付方法とも一致することから、申立人の主

張は基本的に信用できる。 

加えて、申立人の申立期間当時における生活状況に大きな変化はみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金  

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道厚生年金 事案 1112 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日は、昭和 46 年２月８日、資格喪失

日は 48年１月 20日であると認められることから、申立期間に係る記録を訂正

することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 46 年２月から同年９月ま

では５万 2,000円、同年 10月から 47年９月までは７万 6,000円、同年 10月

から同年 12月までは７万 2,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年２月８日から 48年１月 20日まで 

昭和46年２月から48年１月までＡ社Ｂ支店でＣ業務担当の正社員として

勤務したが、申立期間の厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

申立期間に厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、社会保険事務所が保管する健康保険厚生年金保険被保険

者原票により、申立人のＡ社Ｂ支店に係る資格取得日は昭和 46 年２月８日、

資格喪失日は 48年１月 20日であることが確認できたことから、申立人が、申

立期間について、同社において厚生年金保険被保険者であったことが認められ

る。 

   なお、健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立人の厚生年金保険

被保険者記号の下一桁が誤って記載されており、社会保険庁のオンライン記録

には収録されていないが、申立人を記憶している当時の支店長は、「昭和 46

年２月に同社のＢ支店長になり、申立人を正社員として採用した。」と供述し

ており、社会保険事務所の記録によると、当該支店長は、昭和 46 年２月５日

に当該事業所において厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確

認できる上、申立人は 47年６月１日及び同年 11月 24日付けの当該事業所名

の記載がある表彰状を保管しており、複数の同僚が申立期間に申立人と一緒に

勤務し、申立人と同姓同名の者はいなかったと供述している上、前述の被保険



者原票の氏名、生年月日、性別は申立人と一致していることから、申立人に係

る厚生年金保険被保険者記録に相違ないものと判断することができる。 

また、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、今回統合する申 

立人に係る社会保険事務所の保管する健康保険厚生年金保険被保険者原票の

記録により、昭和 46年２月から同年９月までは５万 2,000円、同年 10月から

47 年９月までは７万 6,000 円、同年 10 月から同年 12 月までは７万 2,000 円

とすることが妥当である。 



北海道厚生年金 事案 1113 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取得日が昭和 62 年４月１日、資

格喪失日が 64 年１月１日とされ、当該期間のうち、63 年 12 月 30 日から 64

年１月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の

基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立人は、申立

期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納

付の特例等に関する法律に基づき、申立人のＡ社における資格喪失日を 64 年

１月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 22万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63年 12月 30日から 64年１月１日まで 

昭和 62年４月から 63 年 12月末までＡ社で勤務していたが、申立期間の

厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

申立期間に厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、申立人から提出された人事記録の写し及び厚生年

金保険の事務手続を誤ったとするＡ社の供述から判断すると、申立人が申立期

間に当該事業所に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る当該事業所におけ

る昭和 63年 11月の社会保険庁の記録から、22万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は証拠書類は無いものの申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付し

ていないことを認めており、さらに、事業主が保管する健康保険厚生年金保険

被保険者資格喪失確認通知書の資格喪失年月日欄に昭和 63年 12 月 30日と記



載されており、事業主は資格喪失日を誤って記載したことを認めていることか

ら、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事

務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 1114 

 

第１  委員会の結論 

    申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における

資格喪失日に係る記録を昭和 44年 10月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を３万 9,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年９月 21日から同年 10月１日まで 

    昭和 39年３月 21日から平成７年 12月 20日まで、Ａ社の職員として継続

して勤務していたにもかかわらず、申立期間について、厚生年金保険の加入

記録が無い旨の回答を社会保険事務所からもらった。 

    昭和 44年９月 21日付けでＡ社Ｃ工場から同社Ｄ工場に異動したが、申立

期間においても、同社の職員として継続して勤務していたので、申立期間に

ついて、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ｂ社から提出された申立人の在籍期間と異動履歴が確

認できる従業員台帳の写し、申立人の異動日と異動発令日が確認できる辞令の

写し及び事業主の「申立人は、申立期間においても当社の職員として継続して

勤務していたことから、申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除してい

なかったとは考え難い。」との供述から判断すると、申立人が昭和 39 年３月

21 日から平成７年 12 月 20 日までＡ社に継続して勤務し（昭和 44 年 10 月１

日にＡ社Ｃ工場から同社Ｄ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｃ工場におけ

る昭和 44年８月の社会保険事務所の記録から、３万 9,000円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、「申立期間当時、人事異動に係る異動日と実際の赴任日は概ね同一日で



あったが、これらが異なる場合には、実際の赴任日をもって厚生年金保険の被

保険者資格の取得及び喪失に係る届出を行っていた。申立人については、人事

記録上における当社Ｃ工場から当社Ｄ工場への異動日は昭和44年９月21日で

あるものの、当該辞令の発令は同年 10 月１日に遡及して行われたことから、

実際の赴任日であると考えられる同年 10 月１日を当社Ｃ工場での資格喪失日

とするところ、誤って人事記録の異動日である同年９月 21 日を資格喪失日と

して届けたため、申立期間に係る厚生年金保険の加入記録に欠落が生じたもの

と考えられるので、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付していない

はずである。」と供述していること、及び前述の辞令により、申立人と入れ替

わりで、同日にＡ社Ｄ工場から同社Ｃ工場への異動を発令されたことが確認で

きる同僚一人は、社会保険事務所の記録における同社Ｄ工場での厚生年金保険

の被保険者資格喪失日と同社Ｃ工場における同保険の被保険者資格取得日の

いずれもが、44年 10月１日となっていることが確認できることを併せて判断

すると、事業主は、44年９月 21日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る 44 年９月の保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立

人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



北海道厚生年金 事案 1115 

 

第１  委員会の結論 

    申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険被保険者の資格喪失日

は、昭和 49年 10月１日であると認められることから、申立期間に係る資格の

喪失日を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、９万 8,000円とすることが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年９月 30日から同年 10月１日まで 

    Ａ社の職員として、昭和 44年３月 17日から 50年 10月 31日まで継続し

て勤務していたにもかかわらず、申立期間について、厚生年金保険の加入記

録が無い旨の回答を社会保険事務所からもらった。 

       申立期間は、Ａ社Ｃ支店の開業のため、同社Ｄ支店から転勤した期間であ

るが、同社の職員として継続して勤務していたので、申立期間について、厚

生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、厚生年金基金の加入記録、Ａ社に保管されていた申立

人に係る健康保険被保険者資格喪失確認通知書と厚生年金基金加入員資格喪

失通知書の写し、申立人の在籍期間と異動履歴が確認できる社員履歴カードの

写し及び事業主の供述から判断すると、申立人が昭和 44 年３月 17 日から 50

年 10月 31日までＡ社に継続して勤務し（昭和 49年 10月１日にＡ社Ｄ支店か

ら同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

   また、社会保険事務所の記録によれば、申立人のＡ社における厚生年金保険

の被保険者資格喪失日は昭和 49年９月 30日と記録されているが、同社に保管

されていた健康保険被保険者資格喪失確認通知書と厚生年金基金加入員資格

喪失通知書の写しにより確認できる申立人の被保険者資格喪失日は、いずれも

同年 10 月１日となっていること、及び申立期間当時に厚生年金基金の職員で

あった者は「申立期間当時、厚生年金保険被保険者の資格の得喪の届出書は複

写式で、厚生年金基金の資格の得喪の届出書と一体のものであった。」と供述



していることを併せて判断すると、厚生年金基金に提出された届出書と同一の

ものが社会保険事務所に提出されていたものと考えられる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、事業主は、申立人が昭和 49年 10月１日に厚生年金保険被保険者資格を喪

失した旨の届出を社会保険事務所に対して行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社における昭和

49年９月の厚生年金基金の記録から、９万 8,000円とすることが妥当である。 



北海道厚生年金 事案 1116 

            

第１ 委員会の結論                              

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、申

立期間に係る資格喪失日（昭和 36年５月 31 日）及び資格取得日（昭和 36年

10月 16日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を２万 4,000円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年５月 31日から同年 10月 16日まで 

昭和 35 年５月に、Ｂ社の事業主の妻から誘われて同社に転職した。その

後、Ｂ社が閉鎖され、別法人としてＡ社が設立されたことから、そのままＡ

社で継続して勤務していたが、社会保険事務所の記録では、申立期間につい

て、厚生年金保険の加入記録が無い。 

申立期間について、勤務形態や仕事の内容に変化は無く、中途退社するよ

うなことも無かったので、申立期間について厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ社において昭和 35 年７月１日に

厚生年金保険の被保険者資格を取得し、36年５月 31日に資格を喪失後、同年

10月 16日に同社において再度資格を取得しており、同年５月から同年９月ま

での申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険事業

所別被保険者名簿により、申立期間において、厚生年金保険の被保険者記録の

ある者は８人であり、生存及び所在の確認できた５人に照会し３人から回答が

得られ、二人が「申立人は、申立期間において当該事業所に継続して勤務して

いた。」と供述しており、そのうちの一人は、「私は、申立人に仕事を教えても



らったが、申立人が長期休暇を取ることも無く、申立期間において勤務形態及

び業務内容に変更は無かった。」と供述しているところ、当該同僚の８人のう

ち７人は、いずれも申立期間において厚生年金保険の被保険者記録が継続して

おり、残る１人については回答を得ることはできなかったものの、申立人及び

複数の同僚が、この同僚と申立人は担当業務が異なっていたと供述しており、

年齢も大きく異なっている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間前後の申立人及び同僚

の社会保険事務所の記録から、２万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該

事業所が昭和41年７月16日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなって

おり、当時の事業主も既に死亡しているため確認できないが、事業主から申立

人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていないにもかかわらず、

社会保険事務所がこれを記録することは考え難いことから、事業主が社会保険

事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る 36 年５月から同年９月までの保険料の納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事

業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 1117 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 
基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39年４月１日から 40年４月１日まで 

② 昭和 40年８月５日から 42年 10月 26日まで 

60 歳になったので社会保険事務所で年金の受給手続を行ったところ、申

立期間については脱退手当金が支給されていることが分かった。脱退手当金

を受給した記憶は無いので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてもらいたい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る脱退手当金は、厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１年

３か月後の昭和 44 年２月６日に支給決定されたこととなっていることから、

事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者原票及び厚生年金保険被保険者台

帳記号番号払出簿の氏名は変更処理がなされておらず旧姓のままであり、申立

期間の脱退手当金は旧姓で請求されたと考えられるが、申立人は昭和 42年 11

月７日に婚姻し、改姓していることから、申立人が脱退手当金を請求したとは

考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



北海道厚生年金 事案 1118 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格取得日は、昭和 39年５月 10日、資格喪失日は同

年８月８日であると認められることから、当該期間に係る記録を訂正すること

が必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、２万 2,000円とすることが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35年 10月ごろから 36年 12月ごろまで 

             ② 昭和 37年４月ごろから 40年 10月ごろまで 

③ 昭和 42年５月ごろから 45年 10月ごろまで 

④ 昭和 45年８月ごろから 48年 11月ごろまで 

⑤ 昭和 54年４月ごろから 56年 12月ごろまで 

申立期間①のうち、時期ははっきりしないが、Ｂ事業所に勤めていた。 

申立期間②のうち、時期ははっきりしないが、Ｃ社に勤めていた。 

申立期間③のうち、時期ははっきりしないが、Ｄ社に勤めていた。 

申立期間④のうち、時期ははっきりしないが、Ｅ社に勤めていた。 

申立期間⑤の期間は、時期ははっきりしないが、Ｆ社の社長をしていた。 

厚生年金保険料控除の事実を確認できる資料等は無いが、申立期間につい

て厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者原票による

と、申立人と生年月日の元号のみが相違する（｢昭和｣であるのが、｢大正｣

になっている。）同姓同名の被保険者記録が確認できるとともに、その資格

期間は昭和 39年５月 10日から同年８月８日までとされており、申立期間②

の期間内となっている。 

また、当該事業所の名称は、申立人が申し立てているＣ社と事業所名が異

なるものの、ⅰ）申立人は、勤務時期についての記憶が不確かであること、

ⅱ）Ａ社は、申立人が勤務していたとする事業所と同じくＧ業の下請会社で



あったことが、Ｇ町が保管する課税台帳において確認できること、ⅲ）当該

被保険者原票に記載された被扶養者の氏名が、申立人の妻の氏名と一致する

ことから判断すると、当該記録は、申立人に係る厚生年金保険被保険者記録

に相違ないものと判断することができ、申立人が、当該期間について、Ａ社

において厚生年金保険被保険者であったことが認められる。 

なお、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、今回統合する社

会保険事務所の厚生年金保険被保険者原票の記録により、２万 2,000円とす

ることが必要である。 

２ すべての申立期間について、申立人は、実際に勤務していた時期の記憶

が曖昧
あいまい

であり、厚生年金保険料を各事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険料が

給与から控除されていたことに関する具体的な記憶は無い。 

３ 社会保険事務所の記録によると、申立期間①の全期間を含む、昭和 35 年

３月１日から 38年８月 26日までについて、申立人は、他の事業所において

厚生年金保険被保険者としての記録が存在する。 

   また、申立人が名前を挙げた同僚は、所在不明により申立人の申立てに係

る供述を得ることができず、当該事業所における申立人の勤務実態及び保

険料控除の事実について確認することができない。 

   さらに、「Ｂ」と名の付く事業所は４事業所存在し、このうち１事業所は

前述のＡ社であるが、申立期間①当時、厚生年金保険の適用事業所であっ

たことが確認できる他の２事業所について調査したところ、両事業所は、

既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、両事業主の所在

が確認できないため、申立人の勤務実態や厚生年金保険の加入状況の供述

を得ることができない上、両事業所の厚生年金保険被保険者名簿及び原票

に、申立人の氏名は記載されておらず、整理番号に欠番も見られない。 

加えて、社会保険事務所の記録により、両事業所の厚生年金保険被保険

者であったことが確認できる者にそれぞれ照会したが、共に申立人につい

ては知らないとしており、申立人の申立てに係る事実を確認できる供述を

得ることができない。 

なお、他の１事業所については、社会保険事務所の記録によると、厚生

年金保険の適用事業所であったことが確認できない。 

  ４ 社会保険事務所の記録によると、申立期間②のうち、昭和 38年 11月１日

から 39 年３月 10 日までの期間、同年８月 10 日から同年９月 10 日までの

期間及び同年 10月１日から 40年 10月１日までの期間について、申立人は、

他の事業所において厚生年金保険被保険者としての記録が存在し、前述の

とおり、39年５月 10日から同年８月８日までについては、Ａ社で厚生年金

保険の被保険者であると認められる。 

また、社会保険事務所の記録から、Ａ社において、申立人の厚生年金保

険被保険者期間が判明した昭和 39 年ごろに被保険者記録が確認できる 12



人の所在を確認したが、死亡等により所在が確認できないため、申立人の

勤務実態や厚生年金保険の加入状況の供述を得ることができない。 

さらに、申立人は、勤務していた時期及び期間を記憶していないものの、

申立事業所に勤務していたのは一度だけであると述べていることから、今

回判明した期間以外には、勤務していた期間は無かったものと考えられる。 

加えて、雇用保険の加入記録においても、申立期間②における申立人の

記録は存在しない。 

なお、申立人が勤務していたというＣ社は、社会保険事務所が保管する

適用事業所名簿及び社会保険庁のオンライン記録において厚生年金保険の

適用事業所としての記録が確認できず、当該事業所の所在地を管轄する法

務局にも商業登記簿謄本の記録は無い。 

５ 社会保険事務所の記録によると、申立期間③を含む昭和 41年９月 21日か

ら 42年 12月 29日までの期間及び申立期間③のうち 43年２月５日から同年

２月 19 日までの期間について、申立人は、他の事業所において厚生年金保

険被保険者としての記録が存在する。 

また、雇用保険の加入記録により、申立期間③を含む昭和 45 年７月 17

日から同年 12 月 28 日までについては、事業所名称は不明であるものの、

Ｈ公共職業安定所管轄の事業所において被保険者であったことが確認でき

るが、申立人は、申立人が勤務していたとするＤ社はＩ市に存在していた

と述べていることから、当該雇用保険の加入記録は、別の事業所の記録で

あると判断できる。 

さらに、Ｄ社は、社会保険事務所が保管する適用事業所名簿及び社会保

険庁のオンライン記録において厚生年金保険の適用事業所としての記録が

確認できず、同社の所在地を管轄する法務局にも商業登記簿謄本の記録は

無い。 

加えて、申立人が名前を挙げた同僚二人について社会保険事務所の記録

を確認したところ、申立人と当該同僚二人は、申立期間とは別の時期に他

の事業所において厚生年金保険被保険者の記録を有していたことが確認で

き、このうち所在が確認できた一人に照会したものの、申立人の申立てに

係る供述を得ることはできず、当該事業所における申立人の勤務実態及び

保険料控除の事実について確認することができない。 

６ 社会保険事務所の記録によると、申立期間④のうち、昭和 48 年９月１日

から同年 10 月１日までの期間について、申立人は他の事業所において厚生

年金保険被保険者としての記録が存在する上、46 年４月から 47 年 12 月ま

では国民年金申請免除の記録となっており、48 年１月から同年８月までの

期間、同年 10月及び同年 11月については、国民年金保険料を納付している

ことが確認できる。 

また、雇用保険の加入記録により、申立期間④を含む昭和 45 年７月 17

日から同年 12 月 28 日までの期間及び 46 年６月 10 日から同年９月８日ま

での期間については、Ｈ公共職業安定所管轄の事業所において被保険者で



あったことが確認できるものの、事業所名称は不明である。 

さらに、雇用保険の加入記録により、昭和 46年９月 10日から同年 11月

20 日までの期間、47 年４月 28 日から同年 10 月 15 日までの期間、48 年４

月 23日から同年８月 14日までの期間及び申立期間④を含む同年 10月３日

から同年 12 月 22 日までの期間については、申立事業所とは異なるＪ社に

おいて被保険者であったことが確認できたことから、同社に照会したとこ

ろ、「当社が法人化された昭和 51 年３月からは、従業員全員について、厚

生年金保険に加入していたが、それ以前、期間雇用者は厚生年金保険には

加入させていなかった。」と回答しており、社会保険事務所の記録より、当

該期間に同社で厚生年金保険の被保険者記録が確認できる者も「自分は、

事務会計の正社員として勤務していた。申立人は、Ｋ職の責任者であった

と思うが、期間雇用者と同じく、日雇健康保険に加入していたと記憶して

いる。」と述べている上、同社に係る厚生年金保険被保険者原票に申立人の

氏名は記載されておらず、整理番号に欠番も見られない。 

加えて、申立人が勤務していたとするＥ社は、社会保険事務所が保管す

る適用事業所名簿及び社会保険庁のオンライン記録において厚生年金保険

の適用事業所としての記録が確認できず、Ｌ協会、Ｍ協同組合に照会した

が、当該事業所の存在は確認できない。 

なお、当時、申立人が勤務していたとするＥ社と同じ名称の事業所がＮ

市に存在し、支店をＨ市に設置していたことが商業登記簿謄本により確認

できたことから、当時、代表取締役であった者に照会したところ、ⅰ）「Ｈ

支店は形式上置いていただけである。」と述べていること、ⅱ）申立人が

専務であったと記憶する者の氏名について、知らないとしていること、ⅲ）

申立人は、Ｏ町でＰ作業を行っていたとしているが、Ｏ町で作業をしたこ

とは無いと述べていることから、当該同名称の事業所は、申立人が勤務し

ていたとする事業所とは別の事業所であると判断できる。 

その上、申立人が勤務していたとするＥ社の専務であったと記憶してい

る者については、年金記録が確認できない上、同僚については名字のみし

か記憶していないため、これらの者を特定することができないことから、

申立人の申立てに係る供述を得ることができず、当該事業所における申立

人の勤務実態及び保険料控除の事実について確認することができない。 

７ 社会保険事務所の記録によると、申立期間⑤を含む昭和 56 年 11 月４日

から 57 年１月 13 日までについて、申立人は、他の事業所において厚生年

金保険被保険者としての記録が存在する。 

また、商業登記簿謄本によると、Ｆ社は昭和 53年９月 11日に設立され、

申立人は、代表取締役であったことが確認できるが、当該事業所は、社会

保険事務所が保管する適用事業所名簿及び社会保険庁のオンライン記録に

おいて厚生年金保険の適用事業所としての記録が確認できない。 

さらに、当該事業所の取締役であった者は、既に死亡又は所在不明によ

り照会することができず、事務員であった女性の名前についても申立人は



名字のみしか記憶していないため、当該人物を特定することができないこ

とから、申立人の申立てに係る供述を得ることはできず、当該事業所にお

ける申立人の厚生年金保険料控除の事実について確認することができない。 

８ このほか、申立人のすべての申立期間（昭和 39 年５月 10 日から同年８

月８日までを除く。）の申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事

情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間（昭和 39年５月

10日から同年８月８日までを除く。）に係る保険料を各事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 1119 

            

第１ 委員会の結論                              

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社（現在は、Ｂ社）における申立人の被保険

者記録のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 33年 10月１日）及び資格取

得日（昭和 34年９月 24日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を１万 8,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男(死亡) 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正８年生 

  住 所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33年 10月１日から 34年９月 24日まで 

厚生年金保険加入期間について照会申出書を提出したところ、申立期間に

ついて厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答をもらった。 

しかし、申立期間については継続してＡ社に勤務していたので、厚生年金

保険の被保険者として認めてほしい。 

   （注） 申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の厚生年金保険被保険者

記録の訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所の記録によると、Ａ社において昭和 30年２月 17

日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、33 年 10 月１日に資格を喪失後、

34年９月 24日に同社において再度資格を取得しており、申立期間の被保険者

記録が無い。 

しかし、当該事業所が保管している人事記録カードによると、申立人は、申

立期間についても準社員として継続して勤務していたことが認められる。 

また、当該事業所に照会したところ、申立期間当時は、「正雇員及び準社員

は厚生年金保険に加入し、給与から保険料を控除していた。」と述べている。 

さらに、申立人が一緒に勤務していたという同僚に照会したところ「申立人

は自分より先に当該事業所に勤務しており、申立人が昭和 34年 12月ごろに転



勤になるまで一緒に勤務していた。申立人は、Ｃ業務等を担当しており、業務

内容及び勤務形態に変化は無く、申立人の転勤後は自分がその業務を引き継い

だ。申立期間当時、従業員は身分にかかわらず厚生年金保険に加入し、給与か

ら保険料が控除されていた。」と述べており、社会保険事務所の記録によると、

当該同僚は、申立期間においても継続して厚生年金保険の加入記録が確認でき

る。 

加えて、社会保険事務所の記録により申立期間に当該事業所において厚生年

金保険の加入記録が確認できる複数の者に照会したところ、「申立人は、申立

期間においても当該事業所に継続して勤務しており、仕事内容も同じであっ

た。」と述べている。 

その上、申立期間当時に当該事業所において厚生年金保険被保険者の資格を

取得している 30 人の社会保険事務所の記録を確認したところ、ⅰ）申立人と

同様に被保険者記録に空白期間が存在したものが３人確認できたこと、ⅱ）当

該３人に係る空白期間の時期は申立人と異なっており、一定の基準も見られな

いこと、ⅲ）そのうち、所在が確認できた一人は、「当該事業所で事務の仕事

を行っていた。自分は、入社してから退社するまで、毎月給与から厚生年金保

険料が控除されていた。」と述べていること、ⅳ）空白期間は確認できないも

のの、当該事業所において同一日の資格喪失及び資格取得の記録が確認できる

者が二人存在すること、ⅴ）そのうち一人の人事記録を確認したところ、継続

して当該事業所に勤務していることが確認できること、ⅵ）当該事業所の各出

張所から当該事業所に転勤している記録が確認できる二人に照会したところ、

継続して当該事業所の出張所に勤務し、転勤はしていないと述べており、その

うち一人の人事記録を確認したところ、転勤した記録は確認できないことから

判断すると、事業主は何らかの理由で、資格喪失及び取得届を提出しているが、

それによってできた空白期間の厚生年金保険料を給与から控除していなかっ

たとは考え難い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 33

年９月及び 34年９月の社会保険事務所の記録から、１万 8,000円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としているが、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪

失届や取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記

録することは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格

の喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立期間

に係る保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行



ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 1120 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における申立期間①に係る標準報酬月額の記

録については、平成 12年８月及び同年９月は 44万円、同年 10月から 13年４

月までは 26万円に訂正する必要がある。 

また、Ｃ社における申立期間②に係る標準報酬月額の記録については、平成

13年５月及び同年６月は 26万円に訂正する必要がある。 

なお、各事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

したかどうか明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

  住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 12年８月１日から 13年５月２日まで 

        ② 平成 13年５月２日から同年７月 27日まで 

申立期間において、雇用契約に基づき給与支給を受け、支給額に応じた厚

生年金保険料の控除があったにもかかわらず、社会保険事務所の記録による

と、標準報酬月額が低くなっており納得できない。申立期間に係る標準報酬

月額の訂正をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、「厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律」に基づき標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報

酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの

標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

２ 申立期間①の全期間において、社会保険事務所の記録によると、申立人の

Ａ社における標準報酬月額は、９万 8,000円と記録されていることが確認で

きるが、平成 12 年８月及び９月について、申立人が所持する給与明細書で

確認できる報酬月額に基づく標準報酬月額及び厚生年金保険料控除額に基



づく標準報酬月額は、共に 44 万円であり、社会保険事務所で記録されてい

る標準報酬月額（９万 8,000円）より高いことから、当該期間の標準報酬月

額を 44万円に訂正することが妥当である。 

また、平成 12年 10月から 13年４月までについて、申立人が所持する給

与明細書で確認できる報酬月額に基づく標準報酬月額は 44 万円であるもの

の、厚生年金保険料控除額に基づく標準報酬月額は 26万円であることから、

当該期間の標準報酬月額を 26万円に訂正することが妥当である。 

３ 申立期間②について、申立人は、Ａ社の給与明細書を所持しているが、社

会保険事務所の記録によると、Ｃ社において、厚生年金保険被保険者であっ

たことが確認できる。 

しかし、申立人は、ⅰ）雇用保険の記録によると、申立期間②についても

Ａ社の被保険者であったことが確認できること、ⅱ）商業登記簿謄本による

と、両社の代表取締役は同じ者であることが確認できること、ⅲ）申立人と

一緒に勤務していた複数の者が、「給料は、Ａ社から支給されていた。」とし

ており、このうちの一人が「両社のＤ市の事務所は同じところにあった。私

は、年金記録ではＣ社に勤務していたことになっているが、自分の認識では

異動しておらず、ずっとＡ社に勤務していた。」と述べていることを踏まえ

ると、Ｃ社の厚生年金保険被保険者であった者についても、給料は、Ａ社か

ら支給されていたものと判断できる。 

また、社会保険事務所の記録によると、申立人のＣ社における標準報酬月

額は、９万 8,000円と記録されていることが確認でき、申立人が所持する給

与明細書で確認できる報酬月額に基づく標準報酬月額は 44 万円であるもの

の、厚生年金保険料控除額に基づく標準報酬月額は 26万円であることから、

申立期間②の標準報酬月額を 26万円に訂正することが妥当である。 

４ なお、各事業主が申立人に係る両申立期間の上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料(訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。)を納付する義務を履行したか否かについては、各事業主の協力は得ら

れず、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らか

でないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、各事

業主が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、行

ったとは認められない。 



北海道厚生年金 事案 1121 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち昭和 33年 12月１日から 34年 11月 30 日までの

期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れることから、申立人のＡ社における資格取得日（第３種被保険者）に係る記

録を 33年 12月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を同年 12月は１万円、

34 年１月は１万 2,000 円、同年２月及び同年３月は１万 4,000 円、同年４月

から同年 11月までは１万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 33年 11月 26日から 34年 12月１日まで 

昭和 33 年 11 月 26 日から 35 年１月７日までＡ社に継続して勤務してい

たが、申立期間について厚生年金保険の加入記録が確認できない。当該事業

所には、Ｂ社を退職する父親に代わって同社に入社するまでの期間に勤務し

ていたもので、入社当初から、同社Ｃ事業所でＤ作業に従事しており、同様

の者が他にもいた。 

当時の賃金精算書から社会保険料等の控除額を転記した金銭出納帳を保

管しているので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管する金銭出納帳（申立人が、Ａ社の昭和 33年 12月から 35年

１月までの賃金精算書から、月ごとの勤務日数、給与支給総額及び控除総額を、

当時、転記したと考えられるもの。）に記載された昭和 33年 11月の勤務日数

及び複数の同僚の供述から判断すると、申立人が、申立期間においてＡ社に継

続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人が当該事業所において同じ班で一緒に勤務していたとする者３

人は、社会保険事務所の記録によると、いずれも、申立期間の全部又は一部に



おいて厚生年金保険の被保険者であったことが確認できる上、このうち生存及

び所在が確認された二人に照会したところ、いずれも、自身が記憶する勤務期

間と同保険の加入記録とが合致していることが確認できるとともに、このうち

一人は、「当時、Ｂ社には、既に同社に勤務している親が退職するのと入れ替

わりでなければ就職できないという条件があり、自分も、同社に就職するまで

の期間、Ａ社に勤務していた。」と供述していることから、同人は申立人と同

じ立場であったと考えられる。 

さらに、申立人は「入社当初からＤ作業に従事していた。」と供述している

ところ、申立人が所属する班のリーダーであったとする者は、「班の業務はＤ

作業であった。」と供述していることから、申立人も同作業に従事していたと

考えられる上、社会保険事務所の記録により、申立期間において当該事業所で

厚生年金保険の被保険者資格を取得したことが確認できるとともに、生存及び

所在が確認された８人のうち、同保険の被保険者資格取得時に第１種被保険者

であった者３人に照会したところ、いずれも、「入社当初はＥ作業に従事して

いた。」と供述しており、ほかにＤ作業に従事する者について第１種被保険者

とする取扱いがあったことをうかがわせる事情は見受けられないことを踏ま

えると、申立人は、被保険者資格取得時から第３種被保険者であったと考える

のが妥当である。 

加えて、当該金銭出納帳の記載により、申立期間のうち昭和 33年 12月から

34年 11月までの期間において、厚生年金保険第３種被保険者としての同保険

料及び政府管掌健康保険料の合計額とおおむね合致するか又はこれを上回る

金額が事業主により給与から控除されていたことがうかがわれるほか、当該金

銭出納帳に記載された当該期間の控除額の合計は、当該期間において控除され

るべき社会保険料額と所得税額の合計額とおおむね合致している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間のうち昭和 33年 12月から 34年 11月までの期

間において、第３種被保険者としての厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたものと認められる。 

一方、申立期間のうち昭和 33年 11月 26日から同年 11月 30日までの期間

については、当該金銭出納帳において同年 11 月分の給与からの控除額が「０

円」と記載されていることから、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されたことを認めることはできない。 

また、申立期間のうち昭和 33年 12月から 34年 11月までの期間の標準報酬

月額については、申立人が保管する金銭出納帳に記載された同年１月から同年

12 月までの給与支給額及び控除額から判断すると、33 年 12 月は１万円、34

年１月は１万 2,000円、同年２月及び同年３月は１万 4,000円、同年４月から

同年 11月までは１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ



ては、社会保険事務所の記録によると、当該事業所は昭和 62年 11 月 18日に

厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主も既に死亡

していることから確認することができないが、仮に、事業主から申立人に係る

被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後に行われるべき健康保険

厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届及びこれに基づく定時決定などの

いずれの機会においても、社会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難

いことから、事業主が 34年 12月１日を資格取得日として届け、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る 33年 12月から 34年 11月までの厚生年金保険

料の納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 1122 

            

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、申

立期間に係る資格喪失日（昭和 59 年５月１日）及び資格取得日（昭和 61 年

12月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を昭和 59年５月から同年９

月までは８万 6,000 円、同年 10 月から 60 年９月までは９万 2,000 円、同年

10月から 61年９月までは８万 6,000円、同年 10月及び同年 11月は９万 2,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59年５月１日から 61年 12月１日まで 

昭和 58 年７月から平成２年６月までＡ社に継続して勤務していたが、申

立期間について厚生年金保険の加入記録が確認できない。この間は、Ｂ社Ｃ

支店内の同社の店舗でＤ業務を担当しており、前後の期間と勤務形態や仕事

の内容にも変化は無かった。 

厚生年金保険料が給与から控除されていたことを示す給与明細書等は無

いが、申立期間について同保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ社において昭和 58 年７月１日に

厚生年金保険の被保険者資格を取得し、59 年５月１日に資格を喪失後、61 年

12月１日に同社において再度資格を取得しており、59年５月から 61年 11月

までの申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、雇用保険の被保険者記録により、申立人は、当該事業所において申

立期間を含む昭和58年７月１日から平成２年５月29日まで継続して勤務して

いたことが認められる。 

また、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたとする同僚一人は、申立人



が申立期間について当該事業所に継続して勤務しており、業務内容及び勤務形

態に変化は無かったと供述しているところ、当該同僚は、申立期間において厚

生年金保険の加入記録が継続している。 

さらに、社会保険事務所の記録によると、申立期間当時、当該事業所におい

て複数の厚生年金保険加入期間が確認できる者はいない上、申立期間の前後の

期間において当該事業所で複数の厚生年金保険加入期間が確認できる者二人

のうち一人については、社会保険事務所の記録により、当該事業所で厚生年金

保険に加入していない期間において他の事業所で同保険に加入していること

が確認できるほか、他の一人については、当該事業所における勤務状況等につ

いて照会したものの回答は得られなかったことから、当時、当該事業所におい

て、継続して勤務している途中の期間について厚生年金保険の被保険者資格を

喪失させる取扱いがあったことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和 59 年

４月及び 61年 12月の社会保険事務所の記録、及び申立人とほぼ同年齢の同僚

の当該事業所に係る 59年５月から 61年 11 月までの社会保険事務所の記録に

より、59 年５月から同年９月までは８万 6,000 円、同年 10 月から 60 年９月

までは９万 2,000 円、同年 10 月から 61 年９月までは８万 6,000 円、同年 10

月及び同年 11月は９万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としているが、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪

失届や取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記

録することは考え難く、仮に、申立期間に被保険者資格が認められる場合には、

その後、少なくとも３回、厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届が提出さ

れているにもかかわらず、社会保険事務所がいずれも当該届出を記載しないと

は考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び

取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立期間に係る保険

料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



北海道厚生年金 事案 1123 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る

記録を平成５年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 44 万円とする

ことが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年３月 20日から同年４月１日まで 

平成２年４月、Ａ社に入社し、現在まで継続して勤務している。 

平成５年３月又は同年４月ごろ、Ａ社Ｂ支店から同社Ｃ支店へ異動とな

ったが、社会保険庁の記録では、同年３月の厚生年金保険の加入記録が欠

落している。 

申立期間について、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｄ厚生年金基金が保管する申立人の加入員データの記録、Ａ社本社が保管す

る申立人の人事記録の写し及び雇用保険の被保険者記録から判断すると、申

立人が、平成２年４月にＡ社に入社し、現在まで継続して勤務していること

が確認できる。 

   また、Ａ社本社が保管する申立人の人事記録の写しにより、申立人が、平成

５年３月 20日付けで同社Ｂ支店から同社Ｃ支店へ異動の辞令を受けたことが

確認できる。 

さらに、Ｄ厚生年金基金が保管する申立人の加入員データの記録によると、

申立人は平成５年４月１日にＡ社Ｂ支店において同基金加入員資格を喪失し、

同日に同社Ｃ支店において同資格を取得しており、事業主は、同年４月１日

に同社Ｂ支店において同基金の加入員資格を喪失し、同日に同社Ｃ支店にお

いて同基金の加入員資格を取得した旨を同基金に届け出たことが確認できる。 



   加えて、Ａ社本社から、「当社では、給与の計算は本社で行っているが、社

会保険事務所への届出は各支店で行っている。厚生年金保険の被保険者資格

の得喪日を、辞令の発令日とするか、異動先で勤務を開始した日とするかの

社内の取決めは無く、異動に係る支店間でその都度連絡を取り、転勤者の厚

生年金保険の加入期間に欠落が生じないようにして決めている。申立人の場

合、辞令の発令日は平成５年３月 20日であるが、Ｂ支店とＣ支店とで、申立

人の資格の得喪日を辞令の発令日の同年３月 20日ではなく、実際に異動した

日である同年４月 1 日とする旨の連絡があったものと思われる。また、申立

期間の保険料の控除は、Ｂ支店において、申立人の給与から控除したものと

考えられる。」との回答があった。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は平成２年４月から現在までＡ社に継

続して勤務し（平成５年４月１日にＡ社Ｂ支店から同社Ｃ支店に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｂ支店におけ

る平成５年２月の社会保険事務所の記録から、44 万円とすることが妥当であ

る。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているが、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無い

ことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅前に、事業主が

申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 



北海道厚生年金 事案 1124 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業所における資格取得日は、昭和 22 年

７月１日、資格喪失日は 25 年 12月 14 日であると認められることから、当該

期間に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 22年７月から 23年７月ま

では 600 円、同年８月から 24 年４月までは 5,400 円、同年５月から 25 年 11

月までは 8,000円とすることが妥当である。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

        住    所 ：  

                  

    ２ 申立内容の要旨 

     申 立 期 間 ： 昭和 22年７月から 25年 12月まで 

昭和 22 年７月に、Ａ社Ｃ事業所に就職し、25 年 12 月までＤ職としてＥ

関係の仕事に従事した。 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、当該事業所

における加入記録は無いとの回答であった。 

厚生年金保険料控除の事実を確認できる資料等は無いが、申立期間につい

て、厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

   （注） 申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の厚生年金保険被保険

者記録の訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

     社会保険庁のオンライン記録では、申立人が申立期間にＡ社Ｃ事業所におい

て厚生年金保険に加入した記録は確認できなかったが、社会保険業務センター

が保管する厚生年金保険被保険者台帳から、申立人と氏名、生年月日、性別及

び厚生年金保険被保険者台帳記号番号が一致する者が、当該事業所において、

昭和 22年７月 1日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、25年 12月 14日

に同被保険者の資格を喪失していることが確認できる。 

     また、社会保険事務所が保管する当該事業所の厚生年金保険被保険者名簿か

ら、申立人と生年月日は異なるものの、申立人と氏名、性別及び厚生年金保険

被保険者台帳記号番号が一致する者が、当該事業所において、昭和 22 年７月



1日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、25年 12月 14日に同被保険者の

資格を喪失していることが確認できる。 

     当該記録は、申立人と生年月日が異なっているが、当該記録にある生年月日

は、申立人の厚生年金保険被保険者台帳記号番号と連続する次の厚生年金保険

被保険者台帳記号番号の被保険者の生年月日と一致していることから、社会保

険事務所では、当該事業所の厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の生

年月日を申立人の厚生年金保険被保険者台帳記号番号と連続する次の厚生年

金保険被保険者台帳記号番号の被保険者の生年月日と誤って記載したものと

考えられる。 

     これらを総合的に判断すると、事業主は申立人がＡ社Ｃ事業所において、厚

生年金保険被保険者の資格を昭和 22年７月 1日に取得し、25年 12月 14日に

同資格を喪失した旨を、社会保険事務所に届け出たことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、社会保険事務所が保管する今回

統合する申立人に係る厚生年金保険被保険者名簿の記録から、昭和 22 年７月

から 23年７月までは 600円、同年８月から 24年４月までは 5,400円、同年５

月から 25年 11月までは 8,000円とすることが妥当である。 



北海道国民年金 事案 1165 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年４月から 49年３月までの期間及び 49年７月から 50年７

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ①昭和 43年４月から 49年３月まで 

         ②昭和 49年７月から 50年７月まで 

申立期間①については、私の国民年金の加入手続及び保険料の納付は義父

が行ってくれており、申立期間②については、妻が私の保険料を納付してい

たはずであるので、納付事実を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたこと示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人の国民年金の加入手続及び納付に

ついて、申立人自身は関与しておらず、加入手続及び納付をしていたとする申

立人の妻の記憶もあいまいで、その義父も既に亡くなっていることから、申立

人に係る国民年金の加入状況、保険料の納付状況等が不明である。 

また、申立期間①の始期であり、申立人の当初の資格取得日である昭和 43

年４月１日時点では、申立人は厚生年金保険に加入しており、その当時に国民

年金加入手続を行うのは不合理であるところ、申立人の国民年金手帳記号番号

が払い出されたのは、49 年９月ごろと推認され、申立期間①はさかのぼって

資格取得した期間であると認められる。加えて、申立人が申立期間①の保険料

をさかのぼって納付したことをうかがわせる事情、及び申立人に対して別の国

民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たら

ない。 

さらに、申立期間②については、申立人の妻が夫婦の保険料を納付していた

はずであると主張しているが、申立人の妻も申立期間②の保険料が未納となっ

ている。 



   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1166 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人の昭和 60年９月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

   住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 60年９月から 61年３月まで 

    昭和 60 年９月に退職し、私自身が同月にＡ市Ｂ区役所に行き国民年金の

加入手続を行った。 

    申立期間の国民年金保険料は、同区役所から送付された納付書を毎月同区

役所の窓口に持参し納付していた。申立期間の保険料は、月額 6,000円から

7,000円ぐらいだったと思う。 

    国民年金保険料については、「納め忘れのないように。」と母親からいつも

言われており、私自身も当然の義務であると思っていた。 

申立期間の保険料は間違いなく納付していたので、その 事実を認めてもら

いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は国民年金の加入手続を、厚生年金保険の被保険者資格を喪失した昭

和 60 年９月にＡ市Ｂ区役所の窓口で行い、保険料は毎月同区役所の窓口に持

参し納付していたと供述している。 

しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時期は、社会

保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿により、昭和 61年６月 11

日と確認できることから、その時点で申立期間の保険料は過年度納付が可能な

期間であったが、申立人は、申立期間について社会保険事務所から送付された

過年度保険料納付書により 遡
さかのぼ

って納付した記憶が無い。 

   また、Ａ市役所が保管する昭和 61年度及び 62年度の国民年金被保険者名簿

の記録において、ⅰ）昭和 61 年４月から同年８月までの保険料は、同年８月

20 日に一括して納付されていること、ⅱ）同年９月以降の保険料は申立人の



父親名義の銀行口座から振替納付されていることが確認できることなどから、

申立人が国民年金の加入手続を行った時期は 61 年５月から６月ごろと推認で

き、申立人の「申立期間の国民年金保険料を、昭和 60 年９月当初から同区役

所の窓口に毎月持参し納付していた。」とする供述は不自然である。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）が無い上、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

加えて、申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当

たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1167（事案 671の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年６月から同年 12月までの国民年金保険料については、還

付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年６月から同年 12月まで 

   社会保険事務所が保管する特殊台帳（マイクロフィルム)には、私が納付

した昭和 50年６月から同年 12月までの期間の過誤納保険料が 62年３月に

還付されたと記録されていると同事務所から説明を受けたが、その当時、私

はＡ市Ｂ区に居住しており、還付金の請求について通知されたことは無く、

還付金を受領した記憶も無いので納得できない。申立期間の過誤納保険料を

早急に還付してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、今回の申立期間を含む昭和 50年４月から同年 12月までの国民年

金保険料が未納又は還付済みとなっていることを不服として申立てを行った

ところ、50 年４月及び同年５月については、納付済みであったにもかかわら

ず、誤った資格喪失により還付の上、未納とされていることが確認できた。 

一方、昭和 50年６月から同年 12月までについては、申立人がＣ共済組合に

加入していたことから還付対象期間であり、Ｄ社会保険事務所の特殊台帳（マ

イクロフィルム）に記載されている還付記録に不自然な点は無く、当該年度の

納付月数の進達状況もこれに合致する内容であり、還付が行われていないこと

をうかがわせる事情が見当たらないことから、既に当委員会の決定に基づき平

成 20年 12月 10日付けで申立期間の一部（昭和 50年４月及び同年５月）につ

いてのみ、年金記録の訂正が必要であるとする通知が行われている。 

申立人は、前回の決定内容のうち、還付についての記録の訂正が認められな

かった期間（昭和 50年６月から同年 12月まで）について不服とし、社会保険

事務所から特殊台帳に記載された「623」を昭和 62年３月に還付したものと説

明されたとして、当該還付の事実は無い旨主張しているが、62年３月当時は、



既に社会保険庁の記録はオンライン化されており、当該特殊台帳は使用されて

いないことから、当該特殊台帳に記載された「623」は、還付決定日とは考え

難く、還付整理番号であると推認でき、不自然な記載とはみられないことから、

委員会の当初の決定を変更すべき事情とは認められず、そのほかに、申立期間

の国民年金保険料の還付が行われていないことを疑わせる新たな事情も見当

たらないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないも

のと認めることはできない。 



北海道国民年金 事案 1168 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年 12 月から 43 年３月までの期間、44 年４月から 47 年７

月までの期間及び49年７月から50年３月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ① 昭和 42年 12月から 43年３月まで 

           ② 昭和 44年４月から 47年７月まで 

           ③ 昭和 49年７月から 50年３月まで 

昭和 49年８月ごろ、これまでの国民年金保険料を納付していなかったの

ではないかと思ったので、夫と一緒にＡ社会保険事務所に相談に行ったとこ

ろ、これまで納付の事実が無いことが分かり、同社会保険事務所から未納期

間については、特例納付で一括して納付しなければ納付できないと言われた。

そのため、いったん帰宅し、同日中に未納保険料約７万円を夫と一緒に同社

会保険事務所に持参して納付したので、保険料の未納期間は無いと思ってい

た。 

しかし、各申立期間について保険料が未納とされたままなので、保険料納

付の事実を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人が、申立期間に国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無い。 

また、申立人は、昭和 49 年８月ごろ、申立期間を含む未納保険料として約

７万円を特例納付により一括納付したと主張しているが、社会保険事務所が保

管する申立人の特殊台帳（マイクロフィルム）には、36年４月から 42年２月

までの期間及び 43年４月から 44年３月までの期間に係る未納保険料を 50年

８月４日から同年 12 月２日までに５回に分けて合計７万 4,700円を特例納付

した記録が確認でき、申立内容の納付状況と一致しない上、申立期間③につい

ては、制度上、特例納付できない期間で過年度納付でしか納付できない期間で



あるが、同台帳にその記録も無い。 

さらに、仮に、申立期間について特例納付及び過年度納付を組み合わせて納

付した場合の保険料を試算すると４万 8,300円となり、これに上述の特殊台帳

に記録された特例納付の納付済保険料額を加えると、合計で 12万 3,000円と

なることから、申立人が一括で納付したとする保険料額約７万円と大幅に相違

する。 

加えて、申立期間①のすべての期間及び申立期間③の一部の期間（昭和 49

年７月）は、申立人が所持する国民年金手帳及び社会保険事務所が保管する申

立人の特殊台帳（マイクロフィルム）とも国民年金の未加入期間と記録されて

おり、いずれも厚生年金保険から国民年金への切替手続を行わなければ未納期

間とならないことから、申立人は、同手続を適切に行わなかった可能性がうか

がわれ、その結果、これらの期間は特例納付又は過年度納付自体ができないに

もかかわらず、一括納付したとする申立人の主張は不自然である。  

その上、申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 1125 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年４月から 40年 10月１日まで 

昭和 29 年４月１日にＡ社に入社し、31 年 10 月 20 日に退社した後、33

年４月に同社に再入社し、49年 12月まで勤務していたが、申立期間の厚生

年金保険の加入記録が確認できない。 

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述から判断すると、入社日の特

定はできないものの、申立人は申立期間中にＡ社に勤務していたことは推認で

きる。 

   しかしながら、社会保険事務所の記録によると、当該事業所は昭和 60 年５

月 30 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、事業主も既に

死亡していることから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用等について

関連資料及び供述を得ることができない。 

また、申立人及び同僚は、当時の従業員数は 10 人以上であったとするとこ

ろ、社会保険事務所の記録上の昭和 35年から 38年までの被保険者数は最大で

も５人であり、申立期間を通じて厚生年金保険の加入記録が継続しているのは

事業主及び役員の二人のみである上、入社時期の供述が得られた当時の同職種

の同僚７人は、入社１年半から８年程度後に厚生年金保険の被保険者資格を取

得していることが確認できる。 

さらに、当該同僚のうち４人は「当時、厚生年金保険には加入しておらず、

健康保険証も交付されなかった。」としている上、一人は「当時、厚生年金保

険などの社会保険料は控除されていなかった。」と供述している。 

加えて、複数の同僚は「昭和 40 年ごろに複数の従業員が厚生年金保険の加



 

入について会社に申入れてから、厚生年金保険に加入するようになった。」と

供述しているところ、社会保険事務所の記録によると、当該事業所において、

昭和31年６月９日から申立期間中の36年４月１日までの期間に厚生年金保険

の被保険者資格を取得した者がいない上、40年に申立人を含め 11人が被保険

者資格を取得していることが確認できる。 

このことから、申立期間において、当該事業所では、従業員について、入社

と同時に一律に厚生年金保険に加入させておらず、昭和 40 年ごろにまとめて

厚生年金保険に加入させたものと推測される。 

その上、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事

実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人は厚生年金保険料の控除に

ついて具体的な記憶が無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 1126 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年３月から同年８月１日まで 

厚生年金保険の加入期間について社会保険事務所に照会したところ、申立

期間について加入記録が無いとの回答であった。 

中学校卒業後、学校の紹介で昭和 38 年３月にＡ社（後に名称変更し、Ｂ

社）に入社し、同年７月 31 日まで働いた。大きな会社であり、厚生年金保

険料も当然控除されていたと思うので、申立期間について厚生年金保険の被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録によると、Ｂ社は平成７年９月 30 日に厚生年金保険

の適用事業所に該当しなくなっており、商業登記簿謄本においても、16 年１

月に解散していることが確認できる上、当時の事業主も既に死亡していること

から、申立人の勤務実態や厚生年金保険の適用状況について確認できない。 

また、商業登記簿謄本において確認できる当該事業所の解散時における代表

取締役に照会したところ、「申立期間当時の事業主は既に亡くなっており、会

社倒産のため、名簿や人事記録等は廃棄処分されており残っていない。」との

回答であり、申立人の勤務実態や厚生年金保険の適用状況について確認できな

い。 

さらに、社会保険事務所の記録によると、申立人が同僚として名前を挙げた

同期入社の二人は、いずれも、当該事業所で厚生年金保険に加入していた形跡

は見当たらない上、申立期間当時に当該事業所で厚生年金保険の被保険者であ

ったことが確認できる者のうち生存及び連絡先が判明した７人に照会し、６人

から回答が得られたところ、いずれも、「申立人については記憶に無い。」と

供述しており、このうち一人は、「当時、高校卒業者は職員として採用し、中

学校卒業者は職業訓練生として採用していた。民間の職業訓練校として、宿舎



 

と訓練校があった。訓練生は、学科は訓練校で、実技は職場で職業訓練を受け

ていた。職場には 10 チームくらいあり、各チームはＡ社の請負で仕事をして

おり、訓練生はそこに配属されていたが、厚生年金保険には加入していなかっ

た。」と供述している上、他の複数の者も、「ⅰ）中学校卒業者は事業内職業

訓練生として職場に出ていた。ⅱ）Ａ社にはＣ職責任者と言われる人が数人い

て、会社から仕事を請負い、訓練生はこのＣ職責任者の下で教育訓練を受けた。

ⅲ）厚生年金保険は社員のみが加入しており、Ｃ職責任者も厚生年金保険に加

入していないので、その下のＣ職従事者は厚生年金保険には加入していない。」

と前述の者と同様の供述をしている。 

加えて、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険事業

所別被保険者名簿を確認したところ、昭和 38 年４月１日に厚生年金保険の被

保険者資格を取得した者は８人で、一人（昭和２年生まれ）を除き７人は、生

年月日から判断すると高校卒業者と思われる上、同名簿には申立人の名前は記

載されておらず、一方、同名簿において健康保険の整理番号に欠番が見られな

いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

これらのことから、当該事業主は、当該事業所の社員であった者について厚

生年金保険の加入の届出を行っていたものと推測され、職業訓練生であったと

する申立人について、厚生年金保険の被保険者資格を取得した旨の届出を行っ

ていなかったものと考えられる。 

その上、申立期間に係る厚生年金保険料が事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 1127 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年１月 21日から 47年９月 15日まで 

厚生年金保険の加入期間について照会申出書（特別便）を社会保険事務所

に提出したところ、申立期間について加入記録が無いとの回答を得た。 

昭和 44年１月 21日にＡ事業所に採用され、同日から正職員として勤務し

た。同所には３年８か月間勤務しており、役職も係長であった。この間に入

院治療を受けており健康保険証も使用しているので、申立期間について厚生

年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の被保険者記録から、申立人は、申立期間のうち昭和 44

年１月 22日から 47年１月８日までの期間について、Ｂ社Ａ事業所において勤

務していたと認められる。 

しかしながら、社会保険事務所が保管する適用事業所名簿及び社会保険庁の

記録において、Ａ事業所という名称で厚生年金保険の適用事業所に該当する事

業所は無い。 

なお、社会保険事務所が保管する適用事業所名簿において、Ｂ社が時期の特

定はできないものの、Ａ事業所の従業員を厚生年金保険の被保険者として適用

させていることが確認できる。 

また、商業登記簿謄本を確認したところ、Ａ事業所は昭和 43年 12月３日に

会社設立し、53年７月 10日に商号変更していることが確認できる上、商業登

記簿謄本上で確認できる役員についても個人の特定ができないことから、これ

らの者から申立人に係る勤務実態や厚生年金保険の適用についての事実を確

認できる供述を得ることはできない。 

さらに、Ｂ社に照会したところ、「当時の関係資料が残っておらず、申立人

の勤務状況や厚生年金保険の事務手続等については不明である。」との回答を



 

得ており、同社の現在の代表取締役は、「Ｂ社は、昭和 42 年７月の設立時に

私の父親が代表取締役として、土地、建物の管理及び賃貸を行っていた事業所

である。Ａ事業所にはＢ社が貸しビルとして建物を貸していたが、途中でこの

事業所の経営者が逃げてしまい、その後にＢ社がＡ事業所の経営を始めたよう

である。詳しい時期については分からないが、最初からＡ事業所を経営してい

たわけではないことは確かである。Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となった

時期（昭和 43年 11月）は、Ａ事業所を経営していなかったので、厚生年金保

険の被保険者はＢ社の社員だけであったと思う。Ａ事業所の従業員の厚生年金

保険の適用については、当時の事業主であった父親が死亡しており不明であ

る。」と供述している。 

なお、Ｂ社の商業登記簿謄本において、Ａ事業所の業務に関する時期の記載

は無いことから、Ａ事業所を引き継いだ時期の特定はできない。 

加えて、申立人が名前を挙げた同僚８人は、いずれも申立期間においてＢ社

で厚生年金保険に加入した形跡が無い上、個人の特定ができないことから、こ

れらの者から供述を得ることができない。また、社会保険事務所の記録により、

申立期間においてＢ社で厚生年金保険の被保険者であったことが確認できる

者５人は、死亡又は所在の確認ができないことから、これらの者から申立人の

勤務状況及び厚生年金保険の適用状況についての事実を確認できる供述を得

ることはできない。 

その上、社会保険事務所が保管するＢ社の健康保険厚生年金保険被保険者原

票には、申立人の名前は記載されておらず、一方、同原票において健康保険の

整理番号１番から５番までの者は、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となった

昭和 43年 11月 20日に資格取得し、整理番号６番の者が 51年１月 16日に資

格取得していることが確認できることから、健康保険の整理番号に欠番は見ら

れず、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

なお、申立期間に係る厚生年金保険料が事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 1128 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年２月１日から同年６月 30日まで 

Ａ社に昭和 51年２月１日から平成７年２月 28日まで勤務していた。 

申立期間について、社会保険事務所の記録によると、昭和 63 年２月１日

付けで厚生年金保険の標準報酬月額が改定され、同年７月１日付けで再び改

定されるまで標準報酬月額は 15万円となっている。 

しかし、昭和 62年４月１日付け及び 63年４月１日付けの給与辞令を持っ

ており、当該辞令以外に、申立期間の前後において給与の改定を受けた事実

は無く、雇用条件及び勤務状況等についても変わりは無いので、63 年２月

の標準報酬月額改定については誤りであり、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録に記載されているＡ社における申立人の標準

報酬月額は、申立期間前後の記録として、昭和 62年 10月１日は 28万円、63

年２月１日は 15万円及び同年７月１日は 32万円と記録されており、これらの

標準報酬月額について不自然な記録の訂正等の形跡は認められない。 

また、申立期間当時に当該事業所が加入していたＢ厚生年金基金の加入員台

帳によると、申立人の申立期間前後の標準報酬月額は上述の社会保険庁の記録

と合致していることが確認できる。 

さらに、当該事業所に照会したところ、当時の給与計算担当者二人から、「申

立期間当時、申立人が息子の受験の面倒を見るのに専念したいため、当時の社

長に勤務時間の短縮等の優遇措置を受けられるように申し出たという話を申

立人から聞いたことがあった。」との回答を得た上、申立期間当時の社長から

は、「時期の特定はできないが、申立人から家庭の事情により勤務時間を短く

してほしいとの申出を受け、『勤務時間を半分にするなら給与も半分にする。』



 

ということで、本人及び会社側双方の了解の上で、数か月だけ給与を半減する

指示を給与計算担当者に出したことを覚えており、会社側として当然に標準報

酬月額の改定の届出を行った。」との供述を得た。 

この供述について、当該事業所における申立人の厚生年金保険被保険者記録

を確認したが、申立期間以外に該当するものは無く、また、数か月間だけの暫

定措置であったとする供述も、申立期間（５か月間）と符合するものである。 

なお、申立人は、保管している給与辞令において、昭和 62年４月１日は 28

万 3,920円、63年４月１日は 29万 9,420円となっており、申立期間において

給与が下がったことは無いと申立てをしているが、申立期間における給与明細

書等の資料は無く、給与からの厚生年金保険料控除額について確認できない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間においてその主張する標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを

認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 1129 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年５月ごろから 34年６月ごろまで 

             ② 昭和 38年４月ごろから 39年４月ごろまで 

③ 昭和 42年４月ごろから 43年４月ごろまで 

④ 昭和 46年２月ごろから 47年２月ごろまで 

⑤ 昭和 47年２月ごろから同年 12月ごろまで 

⑥ 昭和 48年１月ごろから 49年５月ごろまで 

⑦ 昭和 49年５月ごろから同年 12月ごろまで 

⑧ 昭和 49年 12月ごろから 56年７月ごろまで 

⑨ 昭和 56年９月ごろから平成元年８月ごろまで 

申立期間①については、Ａ社（現在は、Ｂ社）でＣ業務に従事していた。 

申立期間②については、Ｄ社でＥ業務に従事していた。 

申立期間③については、Ｆ社（現在は、Ｇ社）Ｈ営業所でＩ業務に従事して

いた。 

申立期間④については、Ｊ社（現在は、Ｋ社）でＬ業務に従事していた。 

申立期間⑤については、Ｍ社（現在は、Ｎ社）Ｏ営業所でＩ業務に従事して

いた。 

申立期間⑥については、Ｐ社でＱ業務に従事していた。 

申立期間⑦については、Ｒ社でＳ業務に従事していた。 

申立期間⑧及び⑨については、Ｔ社でＵ業務に従事していた。 

厚生年金保険料控除の事実を確認できる資料等は無いが、申立期間について

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人と一緒に勤務していた同僚の供述から判断す

ると、勤務の時期及び期間は特定できないものの、申立人がＡ社に勤務して

いたことが推認できる。 



 

しかしながら、社会保険事務所の記録によると、当該事業所は昭和 35 年

７月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間①当時は厚生

年金保険の適用事業所ではなかったことが確認できる上、社会保険事務所の

記録により、適用当初から厚生年金保険の被保険者であった者について、厚

生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間①は別の事業所において

厚生年金保険の加入記録が確認できるか、あるいは、厚生年金保険に加入し

た形跡は見当たらない。 

また、当該事業所に照会したところ、当時の資料は保存されておらず、

申立人に係る勤務実態や厚生年金保険の適用についての事実を確認するこ

とはできない。 

さらに、前述の同僚は、｢当該事業所は、申立期間①当時は社会保険の加

入が無い事業所であった。そのような中で仕事を続けていくことを不安に

思ったので、私が社長に掛け合って厚生年金保険に加入することになり、

厚生年金保険料が給与から控除されるようになった。｣と述べている。 

加えて、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険料が給

与から控除されていたことに関する具体的な記憶は無い。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②について、申立人が勤務していたとするＤ社は、社会保険事務

所が保管する適用事業所名簿及び社会保険庁のオンライン記録において、同

事業所名及び類似の名称等での確認を行ったものの厚生年金保険の適用事

業所としての記録が無く、同事業所の所在地を管轄する法務局にも商業登記

簿謄本の記録は無い。 

また、Ｖ市保健所に照会したが、当時の資料は保存されておらず、Ｗ協同

組合に照会したが、申立期間当時にＤ社という名称での登録は無いとの回答

であり、当該申立てに係る事業所の存在は確認できない。 

さらに、申立人は、事業主及び同僚の氏名を記憶していないことから、申

立てに係る供述を得ることができず、当該事業所における申立人の勤務実態

及び厚生年金保険料控除の事実について確認することができない。 

加えて、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険料が給

与から控除されていたことに関する具体的な記憶は無い。 

このほか、申立人の申立期間②の申立てに係る事実を確認できる関連資料

及び周辺事情は無い。 

３ 申立期間③について、Ｇ社に照会したところ、「当時の人事記録等の資料

は既に廃棄しているため、申立人の勤務実態や厚生年金保険料控除について

は不明であるが、当社が保管する社会保険に関する台帳に申立人の氏名は記



 

載されていない。」と述べている。 

  また、当該事業所が加入している、Ｇ健康保険組合の申立期間③当時の被

保険者データにおいても、申立人の名前は確認できない。 

さらに、申立人が名前を挙げた同僚は、社会保険事務所の記録によると昭

和42年８月16日に厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認で

きるが、既に死亡しており、申立人の申立てに係る供述を得ることはできな

い。このため、社会保険事務所の記録により、申立期間③当時に当該事業所

において厚生年金保険の被保険者であったことが確認できた４人に照会し、

３人から回答を得たが、そのうち一人は、｢Ｉ業務担当者は、厚生年金保険

には加入せず、基本的には国民年金に加入していた。｣と述べており、社会

保険事務所の記録によると、この者は 42年８月 16日から同年 11 月１日ま

で当該事業所において厚生年金保険の被保険者であった記録が確認できる

ものの、自身が記憶するその他の勤務期間については、国民年金の保険料免

除の記録となっていることが確認できる。そして、他の一人は、｢Ｉ業務担

当者の給料は、初めは歩合給であり、成績により月給になった。厚生年金保

険には月給になってから加入したと思う。｣と述べているところ、自身が記

憶する入社時期から相当の期間を経過した後、厚生年金保険被保険者の資格

を取得していることが社会保険事務所の記録により確認できる。このことか

ら、事業主は、従業員が勤務するすべての期間について厚生年金保険に加入

させていたとは限らない実態が見受けられる。 

加えて、社会保険事務所が保管する当該事業所の厚生年金保険被保険者名

簿には、申立人の名前は記載されておらず、同名簿の整理番号に欠番が見ら

れないことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

その上、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険料が給

与から控除されていたことに関する具体的な記憶は無い上、雇用保険の加入

記録においても、申立期間③における申立人の記録は存在しない。 

このほか、申立人の申立期間③の申立てに係る事実を確認できる関連資料

及び周辺事情は無い。 

４ 申立期間④について、Ｋ社に照会したところ、「当時の人事記録等の資料

は既に廃棄しているため、申立人の勤務実態や厚生年金保険料控除について

は不明であるが、保管されている当時の辞令及び人員配置表には申立人の氏

名は記載されていない。また、当時、工場の作業員は１年程度の期間では厚

生年金保険の被保険者資格を取得している者は少なく、準社員として１年か

ら２年の期間経過後に正社員となり、厚生年金保険に加入していたようであ

る。」と述べている。 

また、申立人が名前を挙げた同僚についても当該事業所において厚生年金

保険被保険者としての記録は確認できない。 



 

さらに、社会保険事務所の記録により、申立期間④当時に当該事業所に

おいて厚生年金保険の被保険者であったことが確認できた６人に照会し、

５人から回答を得たが、全員が｢申立人については知らない。厚生年金保険

の適用についても分からない。｣としており、申立人に係る勤務実態や厚生

年金保険の適用についての事実を確認することはできない。 

加えて、社会保険事務所が保管する当該事業所の厚生年金保険被保険者原

票には、申立人の名前は記載されておらず、同原票の整理番号に欠番が見ら

れないことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

その上、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険料が給

与から控除されていたことに関する具体的な記憶は無い上、雇用保険の加入

記録においても、申立期間④における申立人の記録は存在しない。 

このほか、申立人の申立期間④の申立てに係る事実を確認できる関連資料

及び周辺事情は無い。 

５ 申立期間⑤について、Ｎ社によると、当時の資料は保管されていないが、

「当時、Ｉ職従事者については、入社当初は委託契約に基づく歩合給のみを

支給しており、実績をみて雇用契約を締結して正社員とし、同時に厚生年金

保険に加入させていた。正社員となるまでには通常半年以上かかった。」と

回答している。 

また、申立人は当該事業所における同僚の氏名を記憶しておらず、申立て

に係る供述を得ることができない。 

さらに、社会保険事務所の記録により、当該事業所において厚生年金保険

被保険者であったことが確認できる５人に照会し、二人から回答を得たが、

共に、「厚生年金保険の適用については不明である。」としており、当該二人

が記憶する勤務期間と厚生年金保険の被保険者期間は一致していないこと

から、事業主は、勤務するすべての期間について厚生年金保険に加入させて

いたとは限らない実態が見受けられる。 

加えて、社会保険事務所が保管する当該事業所の厚生年金保険被保険者名

簿には、申立人の名前は記載されておらず、同名簿の整理番号に欠番が見ら

れないことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

その上、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険料が給

与から控除されていたことに関する具体的な記憶は無い上、雇用保険の加入

記録においても、申立期間⑤における申立人の記録は存在しない。 

このほか、申立人の申立期間⑤の申立てに係る事実を確認できる関連資料

及び周辺事情は無い。 

６ 申立期間⑥について、Ｘ省Ｙ局に照会した結果、申立人が記憶している住

所に、Ｐ社が存在することが確認できたが、同事業所は、社会保険事務所が

保管する適用事業所名簿及び社会保険庁のオンライン記録において厚生年



 

金保険の適用事業所としての記録が確認できない。 

また、当該事業所に照会したが、「当時の資料はすべて廃棄しており、当

時のことについて分かる者もいない。」としているため、申立期間⑥当時に

おける申立人の勤務実態及び厚生年金保険料控除の事実について確認する

ことができない。 

さらに、申立人は、申立期間当時、当該事業所には社長と自分のみが勤務

しており、社長の妻が事務を担当していたと供述していることから、当該事

業所は当時の厚生年金保険の強制適用事業所としての要件を満たしていな

かったと考えられ、社会保険事務所の記録によると、事業主及びその妻は、

申立期間⑥当時は国民年金に加入し保険料を納付していることが確認でき

る。 

加えて、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険料が給

与から控除されていたことに関する具体的な記憶は無い上、雇用保険の加入

記録においても、申立期間⑥における申立人の記録は存在しない。 

このほか、申立人の申立期間⑥の申立てに係る事実を確認できる関連資料

及び周辺事情は無い。 

７ 申立期間⑦について、雇用保険の加入記録により、申立人が、昭和 49 年

５月 11日から同年 12 月 11日までの期間についてＲ社に勤務していたこと

が認められる。 

しかしながら、社会保険事務所の記録によると、当該事業所は既に厚生年

金保険の適用事業所に該当しなくなっていることから、当時の事業主に照会

したところ、｢申立人については記憶していない。厚生年金保険には基本的

には正社員のみを加入させており、臨時で働く者については、毎年勤務する

者や特別な事情がある者は加入させたが、従業員全員を加入させていたわけ

ではない。当時、社員は 13人くらいおり、その他に期間雇用者が 20人くら

いいたと思う。｣と述べており、社会保険事務所の記録によると、申立期間

⑦当時の当該事業所の厚生年金保険被保険者数は、最大でも 13 人であるこ

とが確認できる。 

また、社会保険事務所の記録により、申立期間⑦当時、当該事業所におい

て厚生年金保険被保険者であったことが確認できる者４人に照会し、二人か

ら回答を得たが、共に、｢申立人については知らない。｣としており、このう

ち一人は、｢厚生年金保険にはなかなか加入できなかった。｣と述べていると

ころ、自身の記憶する入社時期から３年以上経過後に被保険者となっている

ことが確認でき、他の一人は、｢昭和 49年６月から同年９月までの期間、私

は一人でＺ業務に従事していたが、厚生年金保険には社長との約束で掛けて

もらった。｣と述べているところ、申立期間⑦に当該事業所において短期間

の被保険者記録が確認できるのは当該一人のみであることから、事業主は、

従業員ごとに判断し、厚生年金保険に加入させていたものと考えられる。 



 

さらに、社会保険事務所が保管する当該事業所の厚生年金保険被保険者原

票には、申立人の名前は記載されておらず、同原票の整理番号に欠番が見ら

れないことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

加えて、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険料が給

与から控除されていたことに関する具体的な記憶は無い。 

このほか、申立人の申立期間⑦における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

８ 申立期間⑧及び⑨について、事業主の息子及び申立人が従事していた業務

の a県総代理店に勤務していた者の供述から判断すると、勤務時期及び期間

の特定はできないものの、申立人がＴ社に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、当該事業所は、社会保険事務所が保管する適用事業所名簿

及び社会保険庁のオンライン記録において厚生年金保険の適用事業所とし

ての記録が確認できない。 

また、申立人は一緒に勤務していた同僚の名字しか記憶していないため、

これらの者を特定することができず、両申立期間における厚生年金保険料の

控除について供述を得ることができない。 

さらに、社会保険事務所の記録によると、事業主は、両申立期間は国民年

金に加入し、その保険料を納付しているか、未納又は免除の記録であること

が確認できる。 

加えて、雇用保険の加入記録によると、申立期間⑧のうち昭和 50 年５月

７日から同年 11月 27日までの期間、51年５月 27日から同年 11月 30日ま

での期間及び 52年９月５日から 53年３月 20日までの期間についての記録

が確認できるが、当該記録は、事業所名称は不明であるものの、ｂ公共職業

安定所の管轄である事業所であることから、申立人がｃ市にあったと述べて

いる当該事業所とは別の事業所に勤務していたことが確認できる。 

その上、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険料が給

与から控除されていたことに関する具体的な記憶は無い。 

このほか、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

９ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者としてすべての申立期間に係る厚生年金保

険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



 

北海道厚生年金 事案 1130 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31年 10月ごろから 32年３月ごろまで 

             ② 昭和 32年５月ごろから同年８月ごろまで 

③ 昭和 32年 10月ごろから 33年３月ごろまで 

④ 昭和 33年５月ごろから同年８月ごろまで 

⑤ 昭和 33年 10月ごろから 34年３月ごろまで 

 昭和 31年５月ごろから 34年３月ごろまでの期間については、Ａ社におい

て、毎年５月ごろから８月ごろまではＢ業務に、10 月から翌年３月ごろま

ではＣ業務に従事していた。船舶名はＢ業務の時はＤ船だったが、Ｃ業務

の時の船舶名は記憶に無い。 

社会保険事務所の記録によると、昭和 31年５月 10日から同年８月 24日

までの船員保険の加入記録は確認できたが、それ以外は船員保険に加入して

いないことになっている。 

船員保険料控除の事実を確認できる資料等は無いが、申立期間について船

員保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、船員手帳を所持しておらず、すべての申立期間に船舶に乗ってい

た事実を確認することができない上、社会保険事務所の記録によると、Ａ社は

昭和 34年８月 18日に船員保険の適用事業所に該当しなくなっており、事業主

も所在不明のため、申立人に係る勤務実態や船員保険の適用についての事実を

確認できる関連資料及び供述を得ることはできない。 

また、申立人が一緒に乗船していたという同僚二人は、死亡等により所在が

確認できないが、社会保険事務所の記録によるとすべての申立期間のうち、一

人は昭和 32年４月 20日から同年７月 30日までの期間、他の一人は 32年４月

１日から同年７月１日までの期間しか船員保険の加入記録は確認できず、この



 

期間においても乗船していた船舶は、申立人が乗船していたという船舶とは別

のＥ船であったことが確認できる。 

さらに、社会保険事務所の記録によると、当該事業所は申立期間①、③及び

⑤については、船員保険の適用事業所ではなかったことが確認できる上、当該

事業所における申立期間②及び④に係る船員保険被保険者名簿には申立人の

名前が記載されておらず、整理番号にも欠番は見られない。 

加えて、社会保険事務所の記録から、当該事業所において船員保険の記録が

確認できる５人に照会したが、申立人及びＤ船について記憶している者はおら

ず、申立人に係る勤務実態や船員保険の適用についての事実を確認できる供述

を得ることはできない。 

なお、社会保険事務所の記録によると、Ａ社の事業主の兄（所在不明）もＦ

社の事業主であり、Ａ社とＦ社の両方の船舶において船員保険の加入記録が確

認できる者が見られることから、これらの者に照会したところ「Ｆ社では、Ｇ

船に乗船し、Ｃ業務をしていたが、申立人の名前に記憶が無い。」と述べてお

り、Ｆ社に係る船員保険被保険者名簿には申立人の名前が記載されておらず、

整理番号にも欠番は見られない。 

その上、すべての申立期間について、申立人が船員保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も

船員保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶は無い。 

このほか、申立人のすべての申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周

辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者としてすべての申立期間に係る船員保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 1131 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額の記録については、

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年７月１日から平成 15年４月１日まで 

    社会保険庁の記録では、代表取締役として勤務したＡ社における申立期間

の厚生年金保険の標準報酬月額が、実際の報酬額に見合う標準報酬月額と相

違していることが判明した。 

当時の報酬額が確認できる賃金台帳を保管しているので、申立期間の標準

報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によると、申立人が代表取締役を務めていたＡ社は、平成

15 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっていることが確

認できるところ、その７日後の同年４月８日に、申立人の申立期間に係る標準

報酬月額が、13 年７月１日までさかのぼって 32 万円から 11 万円に訂正され

ていることが確認できる。 

また、当該事業所の賃金台帳により、申立人の申立期間に係る給与は 32 万

円であり、報酬に見合う厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる。 

しかし、申立人は、「申立期間当時、当該事業所では、経営環境が悪化して

社会保険料を滞納していたため、社会保険事務所と滞納保険料の整理について

相談し、さかのぼって標準報酬月額の記録の訂正に係る届出を行った。」と供

述している上、「このことにより、滞納していた社会保険料が整理できたので、

会社としては助かった。」と供述しており、申立期間当時、当該事業所におい

て社会保険料の滞納があったことについては、申立人が保管する社会保険事務

所からの督促状によっても確認できる。 

また、申立期間当時、当該事業所の社会保険事務を担当していた申立人の妻

は、「申立人が、滞納していた社会保険料整理のため、さかのぼって標準報酬



 

月額の記録の訂正に係る届出を行ったことは承知している。」と供述している

ほか、社会保険事務所の記録によると、当該事業所が厚生年金保険の適用事業

所に該当しなくなった平成 15 年４月１日において、当該事業所で厚生年金保

険の被保険者であった者は申立人及びその妻だけであったことが確認できる

ことを踏まえると、申立人は、上記標準報酬月額の減額に同意していたものと

考えるのが自然である。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、当該事業所の代表取締役と

して、上記標準報酬月額の減額処理について同意しながら、当該減額処理が有

効なものではないと主張することはできないものであり、申立期間について、

厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 1132 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 19年 12月 12日から 20年 10月１日まで 

昭和 18 年 10 月から 20 年９月 30 日までＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店Ｄ

営業所に勤務し、Ｅ業務等に従事していたが、申立期間について厚生年金保

険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社に照会したところ、当時の資料は廃棄されているため、申立人の勤務状

況及び厚生年金保険の適用状況について確認することができなかった。 

また、申立人がＡ社Ｃ支店Ｄ営業所を含むＦ地区内に所在した４営業所に勤

務していたとする同僚 11 人のうち、社会保険事務所の記録により、申立期間

において当該事業所で厚生年金保険の被保険者であったことが確認できると

ともに、生存及び所在が確認された一人に照会したところ、「申立人が勤務し

ていたのは昭和 19 年の１年間だけであり、終戦時には既に退職していた。」

と供述しているほか、他の 10 人のうち二人は、いずれも既に死亡していると

ともに、別の８人は、いずれも所在が不明であることから、これらの者から申

立人の勤務状況等について確認することはできない。 

さらに、社会保険事務所の記録により、申立期間において当該事業所で厚生

年金保険の被保険者であったことが確認できるとともに、生存及び所在が確認

された 16人に照会したところ、このうち 12人から回答があったものの、申立

人が申立期間において当該事業所に勤務していたことを裏付ける供述は得ら

れなかった上、このうち、Ａ社Ｃ支店のＦ地区内の事業所で勤務していた者は、

「当時、Ｆ地区に勤務していた者は毎年会議があったので、異なる事業所の勤



 

務者であっても２年も勤務していたのならば記憶に残るはずであるが、申立人

についての記憶は無い。」と供述しており、ほかに申立人が昭和 20年９月 30

日まで当該事業所で勤務していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、申立期間に係る厚生年金保険料が事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情等は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 1133 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 23年４月１日から 28年１月１日まで 

             ② 昭和 27年１月１日から 30年１月１日まで 

             ③ 昭和 41年１月１日から 43年３月１日まで 

             ④ 昭和 50年１月１日から 58年１月１日まで 

    申立期間①は、Ａ村（現在は、Ｂ町）にあったＣ社で住み込みのＤ業務に

従事していた。 

申立期間②は、Ａ村Ｅ地区でＦ社職員（現在はＧ社）のＨ氏宅で住み込み

のＩ業務に従事していた。 

申立期間③は、Ｊ社（現在は、Ｋ社）Ｌ支社Ｍ出張所において、Ｎ職とし

て勤務していた。 

申立期間④は、Ｍ町（現在は、Ｏ町）のＰ職をしていた。 

すべての申立期間について給与明細書等の証拠書類は無いが、厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ｑ職種会が保管するＱ職種会史によれば、Ｃ社が、

申立期間①当時、Ａ村において開業していたことは確認できる。 

しかしながら、申立期間①当時、Ｃ社の規模の事業所は強制適用事業所に

なっておらず、都道府県知事の認可を受けることによって厚生年金保険の適

用事業所になることができる事業所であったが、社会保険事務所の記録によ

ると、当該事業所が、適用事業所となるための認可申請手続を行った形跡が

無い上、当該事業所の所在地を管轄する法務局には、商業登記の記録も無い。 

また、前述のＱ職種会が保管するＱ職種会史によると、当該事業所は、昭

和 28年に閉鎖となっている上、Ｂ町Ｒ協議会に照会したところ、「当該事業



 

主は死亡している。」としていることから、申立人の勤務実態及び厚生年金

保険の加入状況について確認できない。 

さらに、上記Ｂ町Ｒ協議会から、申立期間①当時の当該事業所の状況につ

いて知っているとして紹介があった者は、「当該事業所には、Ｓ職以外に一

人か二人の助手がいたが、そのほかに従業員はいなかった。」と供述してお

り、申立人も同様の供述をしている上、当該事業所が法人として登記されて

いたことも確認できないことから判断すると、当該事業所は、申立期間①当

時、厚生年金保険の適用事業所であったとは考え難い。 

加えて、申立人は、「一時、自分以外の助手が勤務していた記憶がある。」

としているものの、当該事業所のＳ職以外の同僚の名前を記憶していない上、

前述のＱ職種会から紹介があった者から聴取を行ったが、「申立人が勤務し

ていたことは知らない。住み込みのＤ業務従事者がいたことも知らなかった。

勤務していたＤ業務従事者の名前は記憶していない。」としていることから、

申立人の申立てに係る事実を確認できる供述を得ることはできない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

２ 申立期間②について、申立期間②当時、Ｉ業務従事者を使用する事業所は、

強制適用事業所になっておらず、都道府県知事の認可を受けることによって

厚生年金保険の適用事業所になることができる事業所であったが、社会保険

事務所の記録によると、Ｈ氏宅が、適用事業所となるための認可申請手続を

行った形跡が無い上、当該事業所の所在地を管轄する法務局には、商業登記

の記録も無い。 

また、申立人は、「Ｈ氏に直接雇用され、給与も直接支払われていた。Ｈ

氏宅には、自分一人が勤務しており、仕事の内容は、Ｉ業務であった。」と

供述していることから判断すると、当該事業所が、申立期間②当時、厚生年

金保険の適用事業所であったとは考え難い。 

さらに、申立人は、「Ｈ氏は、Ｆ社職員であった。」としていることから、

Ｇ社に照会したところ、「資料を探したが、Ｈ氏について確認することがで

きなかった。」と回答しており、Ｈ氏の所在が不明であることから、申立人

の勤務実態及び厚生年金保険の加入状況について確認できない。 

加えて、Ｓ社は、「Ｈ氏宅があったとされる地域の住民らから聴取を行っ

たが、Ｈ氏を記憶している者はいなかった。」としていることから、申立人

の申立てに係る事実を確認できる供述を得ることはできなかった。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

３ 申立期間③について、Ｊ社Ｌ支社Ｍ出張所の同僚の供述から判断すると、

申立人は、入社日の特定はできないものの、申立期間③中において当該事業

所に勤務していたことがうかがわれる。 



 

 しかしながら、Ｋ社本社からは、「昭和 43 年３月より前は、既婚女子の

Ｎ職等の従業員については、夫の扶養になっている場合が多いこと、主婦の

片手間の仕事として働けること、長期間勤務できるかどうか分からないこと

などの理由から、健康保険及び厚生年金保険を適用させていなかった。しか

し、43 年３月からこれらの女子従業員にも、全員、健康保険及び厚生年金

保険を適用させるようになった。申立人についても、当社が保管している昭

和 43 年２月の社会保険適用者台帳に名前が無く、同年６月に申立人が同年

３月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得した旨を届出ていることから、

申立人は、この時にこれらの保険に加入したとものと考えられる。」との回

答があった。 

 また、社会保険事務所の記録から、昭和 43 年３月１日にＪ社Ｌ支社にお

いて厚生年金保険の被保険者資格を取得している女子従業員が 12 人確認で

きるが、このうち申立人を含め 11 人は、厚生年金保険被保険者原票に記載

されている姓と、その夫の姓が一致していることから、同年３月１日当時、

これらの者は既婚者であったと考えられ、これは、先述のＫ社本社の回答と

符合する。 

 さらに、申立人と同じ昭和 43 年３月１日にＪ社Ｌ支社において、厚生年

金保険の被保険者資格を取得している女子の同僚 12 人のうち、既に死亡し

ている一人を除いた 11 人に照会し、４人から回答を得たが、このうち、二

人は、いずれも、「私は、昭和 43 年３月より２か月から３か月前からＮ職

としてＪ社に勤務していたが、厚生年金保険の加入記録は、昭和 43 年３月

１日からとなっている。私は、当時、既婚者であった。」と供述しており、

これは、先述のＫ社本社の回答と符合する上、当該被保険者資格を取得する

前の期間において保険料控除があったことをうかがわせる供述は得られな

かった。 

このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

４ 申立期間④について、Ｏ町が保管する記録により、申立人が、申立期間④

のうち、昭和 51 年１月１日から 55 年３月 31 日まで、Ｍ町においてＰ職を

委嘱されていたことが確認できる。 

 しかしながら、Ｍ町とＰ職とは、雇用関係では無く、委嘱の関係にある上、

その職責及び職務内容からみても、Ｍ町と事実上の使用関係は無かったと判

断できることから、Ｐ職が厚生年金保険の被保険者となることはできない。 

 また、Ｏ町からは、「Ｐ職は公職というよりも、各地区の協力員、ボラン

ティア活動に近いものであった。Ｐ職には報酬を支払っておらず、謝礼とし

て各人に 1,000円程度の粗品等を贈呈していた。このため、Ｐ職には、厚生

年金保険を適用させられないと理解しており、当然、厚生年金保険料を控除

していない。」との回答があった。 



 

さらに、申立人は、「報酬を現金で支給されたことは無く、品物をもらっ

ていた。厚生年金保険料を控除された記憶は無い。」と供述しており、これ

は、先述のＯ町の回答と符合している。 

加えて、社会保険事務所が保管する、当該事業所の厚生年金保険被保険者

原票において、申立人の名前は記載されておらず、一方、申立期間④におい

て、健康保険の整理番号に欠番が見られないことから、申立人の記録が欠落

したものとは考え難い上、申立人の雇用保険の記録も認できない。 

 このほか、申立人の申立期間④における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

５ なお、申立人は、Ｏ町の記録によると、昭和 35 年 10 月から現在まで、

国民健康保険に加入している上、37 年７月から平成６年８月まで国民年金

保険料を納付していることが確認できる。 

また、申立人は、すべての申立期間について、厚生年金保険料を各事業

主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料が

無く、申立人も、保険料が控除されていたことに関する具体的な記憶は無

い。 

６ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者としてすべての申立期間に係る厚生年金保

険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



 

北海道厚生年金 事案 1134 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年１月１日から 35年１月１日まで 

    昭和 29年１月１日から 35年 12月 31日まで、Ａ社で住み込みのＢ職とし

て勤務していた。 

給与明細書等の証拠書類は無いが、申立期間について、厚生年金保険の被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたとするＡ社は、社会保険事務所の記録によると、厚生

年金保険の適用事業所であった形跡が無い上、当該事業所が所在していたとさ

れる区域を管轄する法務局においても、商業登記の記録を確認できない。 

また、当該事業所について、Ｃ商工会議所に照会したところ、「Ａ社又はＤ

社等の名称の事業所が、所在地付近で会員になっている記録は無い。」との回

答であった。 

さらに、申立期間当時から、当該事業所が所在していたとされる地域で営業

していたとしている商店３店舗及び寺院に確認したところ、いずれも「Ａ社は、

申立期間当時、申立人の主張する所在地で営業していた。しかし、家族経営の

個人商店であり、事業主を含めて３人か４人の従業員数であった。家族以外の

従業員を常時雇用していたという記憶は無く、申立人が勤務していたことは知

らなかった。」と一致した供述をしていることから判断すると、当該事業所は、

申立期間当時、厚生年金保険の適用事業所の要件を満たしていなかったものと

考えられる。 

加えて、申立人は、事業主以外の従業員の名前を記憶しておらず、前述の商

店及び寺院に聴取したが、いずれも「当該事業所は既に廃業している。」と一

致した供述をしており、事業主及びその関係者の所在を知っている者は確認で



 

きないことから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の加入状況について確認

できない。 

その上、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料が無く、申立人も、保険料が控除されて

いたことに関する具体的な記憶が無い。 

このほか、申立人の申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 1135 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額の記録については、

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年３月１日から 15年５月 30日まで 

    申立期間は、Ａ社に代表取締役として勤務し、月額 79 万円の役員報酬を

受給していたが、社会保険事務所の記録によると、標準報酬月額が 11 万円

となっているので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、Ａ社の代表取締役として同社に在籍し、厚生年金

保険の被保険者であったことが同社の商業登記簿及び社会保険事務所の記録

により認められる。 

また、社会保険庁の管理するオンライン記録によると、当該事業所は、平成

15年５月 30日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっていることが確

認できるところ、同社が適用事業所に該当しなくなった後の同年６月２日付け

で、申立人の申立期間に係る標準報酬月額（62 万円）が、14 年３月１日まで

さかのぼって 11万円に訂正されていることが確認できる。 

しかしながら、申立人は、「当時、社会保険料を滞納しており、平成 15 年

５月 30 日に社会保険事務所に行き、同事務所の指導により、標準報酬月額を

遡及
そきゅう

訂正する届及び事業所の全喪届を行い、これにより滞納保険料を精算し

た。」と供述していることから、当該標準報酬月額の減額処理に申立人が直接

関与していたことは明らかである。 

また、社会保険事務所の記録によると、当該事業所の健康保険厚生年金保険

適用事業所全喪届等は、平成 15年５月 30日に受理されており、これは、先述

の申立人の供述と符合する。 



 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、当該標準報酬月額の減額処

理が有効なものではないと主張することは信義則上許されず、申立人の申立期

間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはで

きない。 



 

北海道厚生年金 事案 1136 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年１月１日から平成５年１月１日まで 

             ② 昭和 41年１月１日から 44年６月１日まで 

             ③ 昭和 53年１月１日から 60年１月１日まで 

             ④ 昭和 55年１月１日から 57年１月１日まで 

             ⑤ 昭和 55年１月１日から 62年１月１日まで 

    私は、これまでＡ業を営んでいるが、Ａ業の傍らＡ業以外の仕事に従事し

ていたことがある。 

申立期間①は、Ｂ町（現在は、Ｃ町）のＤ職をしていた。 

申立期間②は、妻がＥ社（現在は、Ｆ社）Ｇ支社Ｂ出張所においてＨ職を

しており、自分も手伝っていた。 

申立期間③は、毎年、12 月 15 日から３月 15 日までの冬期間、Ｉ社Ｊ支

店又はＫ社Ｊ支店に勤務し、Ｌ社（現在はＭ社）Ｎ営業所及びＢ営業所でＯ

業務に従事していた。 

申立期間④は、Ｐ社でアルバイトとして勤務していた。 

申立期間⑤は、Ｂ町のＱ審議会委員をしていた。 

すべての申立期間について給与明細書等の証拠書類は無いが、厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ｃ町が保管する旧Ｂ町公職者名簿により、申立人が、

昭和 43年 12月１日から平成 13年 11月 30 日まで、Ｂ町においてＤ職を委

嘱されていたことが確認できる。 

  しかしながら、Ｄ職は、Ｄ職法に基づき、厚生大臣（現在は、厚生労働大

臣）により委嘱されることとなっており、Ｂ町との使用関係は無いことから、



 

Ｄ職が厚生年金保険の被保険者となることはできない。 

  また、同法において、平成 12 年の同法改正の後、Ｄ職には、給与を支給

しないと定められている上、上記同法改正以前においても、Ｄ職は名誉職と

定められており、事実上報酬を支払わない取扱いがなされていたことから判

断すると、申立人が、Ｄ職として、厚生年金保険の被保険者となり、その保

険料が控除されていたとは考え難い。 

 さらに、Ｃ町からは、「Ｄ職には報酬を支払っておらず、実費弁償分の金

銭の支払もしていない。当時も現在も、Ｄ職には厚生年金保険を適用させら

れないと理解しており、当然、厚生年金保険料を控除していない。」との回

答があった。 

  加えて、社会保険事務所が保管する、当該事業所の厚生年金保険被保険者

原票において、申立人の名前は記載されておらず、一方、申立期間①におい

て、健康保険の整理番号に欠番が見られないことから、申立人の記録が欠落

したものとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②について、申立人は、「妻がＥ社Ｇ支社Ｂ出張所においてＨ職

をしており、自分も手伝っていた。このため、自分は、Ｅ社Ｇ支社Ｂ出張所

において、厚生年金保険に加入していた。」と主張しているが、Ｆ社からは、

「申立人の妻の在籍は確認できるものの、申立人が在籍していたことは確認

できない。」との回答があった。 

また、申立人は、「妻の業務を手伝っていた。Ｈ職の研修及び登録を受け

た記憶は無く、契約が成立した際の契約書には妻の名前を記載していた。自

身に給与が支払われた記憶は無い。」と供述していることから判断すると、

申立人が、当該事業所にＨ職として採用された事実は無いと考えられる。 

さらに、申立期間②当時の当該事業所の所長は死亡しており、申立期間②

当時の事務担当者も特定できないことから、申立人の勤務実態及び厚生年金

保険の加入状況について確認できない。 

加えて、申立人の妻の同僚二人から聴取を行ったが、申立人が当該事業所

の従業員であったとする供述を得ることはできなかった。 

その上、社会保険事務所が保管する、当該事業所の厚生年金保険被保険者

原票において、申立人の名前は記載されておらず、一方、申立期間②におい

て、健康保険の整理番号に欠番が見られないことから、申立人の記録が欠落

したものとは考え難い。 

このほか、申立人の申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

   ３ 申立期間③について、申立人の従事業務に関する申立内容及び申立人が名

前を挙げた同僚二人の供述から判断すると、期間の特定はできないものの、



 

申立人が、申立期間③中において、申立てに係る季節的業務に従事していた

ことは推認できる。 

しかしながら、申立人が、当該業務の事業主であったと主張するＩ社Ｊ支

店及びＫ社Ｊ支店は、いずれも「当社では、Ｌ社Ｎ営業所及びＢ営業所にお

いて、Ｏ業務を行っていない。」と回答している。 

また、Ｍ社に照会したところ、同社からは、「申立期間当時、申立てに係

るＯ業務従事者は、Ｌ社が期間業務（４か月以内）に従事する者として直接

雇用しており、このＯ業務従事者は、厚生年金保険に加入しておらず、その

保険料を控除していなかった。また、現在は、当該業務従事者は、当社が直

接雇用しているが、Ｌ社の時と雇用形態に変化は無く、厚生年金保険に加入

していない。」との回答があった。 

さらに、申立人は、当該業務に一緒に従事した同僚二人の名前を挙げてい

るが、社会保険事務所の記録によると、これら同僚二人には、申立てに係る

期間業務に従事していたとしている期間について、厚生年金保険に加入した

形跡が無い上、当該期間に国民年金に加入し保険料を納付していたことが確

認できる。 

加えて、これら同僚二人のうち一人からは、「申立てに係る期間業務に従

事していたとしている期間は、健康保険及び厚生年金保険に加入しておらず、

これらの保険料も控除されていない。自分は、国民健康保険及び国民年金に

加入し、これらの保険料を納付していた。申立人も、健康保険及び厚生年金

保険に加入していなかったはずである。」との供述があった上、残りの同僚

一人からも、「申立てに係る期間業務に従事していたとしている期間は、国

民年金に加入し、その保険料を納付しており、厚生年金保険には加入してお

らず、その保険料も控除されていなかった。」との供述があり、これら同僚

の供述は、先述のＭ社の回答及び社会保険事務所の記録と符合する。 

その上、社会保険事務所が保管する、当該事業所の厚生年金保険被保険者

原票において、申立人の名前は記載されておらず、一方、申立期間③におい

て、健康保険の整理番号に欠番が見られないことから、申立人の記録が欠落

したものとは考え難い。 

    このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ 申立期間④について、申立人の従事業務に関する申立内容及びＰ社の当時

の事業主の妻の供述から判断すると、期間の特定はできないものの、申立人

が、申立期間④中において、アルバイトとして毎日ではなく、一時的あるい

は時々、当該事業所に勤務していたものと推認できる。 

しかしながら、社会保険事務所の記録によると、申立期間④当時、当該事

業所が厚生年金保険の適用事業所であった形跡は無い上、事業主及びその息



 

子は、既に死亡しているため、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の加入状

況について確認できない。 

また、当該事業所の当時の事業主の妻からは、「自分は、当該事業所の事

務などの雑用をしていた。当該事業所は個人経営であり、常時勤務していた

のは、事業主である夫と息子だけであった。忙しい時には、アルバイトを雇

うこともあったが、毎日ではなく、一時的あるいは時々であったため、当該

事業所が厚生年金保険の適用事業所になったことは無い。当然、申立人に厚

生年金保険を適用させたことは無く、その保険料も控除していない。」との

供述があった。 

さらに、Ｃ町商工会Ｂ支所では、「当該事業所は、家族経営の事業所であ

り、従業員を常時雇用し、厚生年金保険の適用事業所になっていたとは考え

難い。」と回答しており、当該事業所が法人登記されていたことも確認でき

ないことから判断すると、当該事業所は、申立期間④当時、厚生年金保険の

適用事業所の要件を満たしていなかったものと考えられる。 

このほか、申立人の申立期間④における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

５ 申立期間⑤について、Ｃ町が保管する旧Ｂ町公職者名簿により、申立人が、

平成２年７月１日から８年６月 30 日まで、Ｂ町においてＱ審議会委員を委

嘱されていたことが確認できる。 

しかしながら、Ｂ町とＱ審議会委員とは、委嘱の関係にある上、その職責

及び職務内容からも、Ｂ町と事実上の使用関係は無かったと判断できること

から、Ｑ審議会委員が厚生年金保険の被保険者となることはできない。 

また、Ｃ町からは、「Ｑ審議会の開催は年に１回か２回であり、Ｑ審議会

委員は厚生年金保険を適用させられないと理解している。このため、Ｑ審議

会委員には、Ｑ審議会の開催時に日額の報酬を支払っているが、当然、厚生

年金保険料を控除していない。」との回答があった。 

さらに、申立人は、「Ｑ審議会委員の勤務は、１年間に５日程度、１日２

時間程度の勤務であった。」としていることから判断すると、申立人が、Ｑ

審議会委員として、厚生年金保険の被保険者となり、その保険料が控除され

ていたとは考え難い。 

加えて、社会保険事務所が保管する、当該事業所の厚生年金保険被保険者

原票において、申立人の名前は記載されておらず、一方、申立期間⑤におい

て、健康保険の整理番号に欠番が見られないことから、申立人の記録が欠落

したものとは考え難い。 

 このほか、申立人の申立期間⑤における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

６ なお、申立人は、Ｃ町の記録によると、昭和 35 年 10 月から現在まで、

国民健康保険に加入している上、37 年７月から平成６年２月まで国民年金



 

保険料を納付しているほか、48 年１月から平成６年２月まではＡ業者年金

保険料を納付していることが確認できる。 

また、申立人は、すべての申立期間について、厚生年金保険料を各事業主

により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料が無

く、申立人も、保険料が控除されていたことに関する具体的な記憶は無い。 

７ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者としてすべての申立期間に係る厚生年金保

険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



 

北海道厚生年金 事案 1137 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等       

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月１日から同年５月 31日まで 

             ② 昭和 40年１月１日から同年３月 31日まで 

申立期間①のＡ社には、昭和 32年８月から 37年９月まで勤務していた。

また、申立期間②のＢ社には、昭和 38年３月から 40年３月まで勤務してい

た。 

両申立期間について、厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人から提出のあった出勤票（原本）により、申

立人が申立期間①においてＡ社に勤務していたことは認められる。 

 しかしながら、社会保険事務所の記録によると、当該事業所は昭和 38 年

11月 26日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、当時の事

業主も既に死亡しているため、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険の適

用状況については確認できなかった。 

また、閉鎖登記簿謄本及び社会保険事務所の記録から、当該事業所は昭和

35年 11月 10日に商号をＣ社に変更し、代表取締役も交代した後、36年４

月１日に当該事業所の厚生年金保険被保険者のうち、17人（申立人を含む）

の資格喪失届を提出していることが確認できる。このうち、申立人を含む５

人は２か月の空白期間を経て当該事業所で厚生年金保険の被保険者資格を

再取得したことが確認できるが、このうち３人は死亡等で所在が確認できず、

所在が確認できた一人は「自分も厚生年金保険の加入期間に２か月間の空白

があることを最近知ったが、当該事業所には継続して勤務していたはずだ。」

と供述しているものの、当該期間に給与から厚生年金保険料が控除されてい

たことを示す具体的な供述等は得られなかった。 



 

なお、上述の 17人のうち残りの 12人については、ⅰ）５人は９か月間の

空白を経て、昭和 37 年１月１日に当該事業所の前代表取締役が設立したＤ

社において厚生年金保険の被保険者資格を取得していること、ⅱ）７人のう

ち６人は、同年５月から 10 月までに別の事業所で厚生年金保険の被保険者

資格を取得していること、及び一人は被用者年金の記録が無いことが、それ

ぞれ社会保険庁のオンライン記録から確認できる。 

さらに、上述の 17 人の中で所在が確認できた３人（厚生年金保険の加入

期間に申立人と同じ２か月間の空白がある上述の同僚を除く）に申立期間当

時の状況を照会したところ、申立人と同じＥ職である者は「当該事業所は、

社長が変わってから労使交渉が行われなくなり、昭和 36 年１月から同年４

月まで経営者と労働組合が賃金闘争をして仕事にならなかった。同年４月に

多くの者が資格喪失したのは、経営者が勝手に手続きしたからだと思うが、

誰を対象としたのかは分からない。自分は３月で解雇されたので、すぐに別

の会社に移ったが、申立人はいったん当該事業所を辞めたと思う。なお、当

該事業所は同年５月ごろから仕事が再開されたと聞いている。」と供述して

いるとともに、申立人も「自分は下っぱでよく分からないが、賃金闘争をし

たこともあった。」と供述している上、申立人から社会保険事務所に提出の

あった申立期間①直前の昭和 36 年３月の出勤票（写し）によると、同月の

申立人の出勤は公休日４日間を除く 27 日間中６日間であったことが確認で

きる。 

加えて、当該事業所において、申立期間①を含み、継続して厚生年金保険

の被保険者資格を取得している者 15 人のうち所在が確認できた９人（申立

人が記憶している同僚二人を含む）に照会したところ、回答があった６人の

うち５人は、厚生年金保険の加入期間が２か月間の空白があることについて

不明としており、申立人の厚生年金保険料が給与から控除されていたか否か

についての具体的な供述を得ることはできなかったが、申立期間①当時、総

務部長であったとする者は「厚生年金保険の加入期間に２か月間の空白があ

る者がいるのは、経営者が変わったからだと思う。」と供述している。 

 これらのことを踏まえると、当該事業所は、経営上の理由を中心とする何

らかの理由により、昭和 36年４月１日に一部（17人）の従業員の厚生年金

保険の被保険者資格の喪失届を行い、経営が持ち直した同年６月に、申立人

を含む資格喪失者の一部（５人）について、再度、厚生年金保険の被保険者

資格の取得届を提出したことがうかがわれる。 

 このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情等は無い。 

  ２ 申立期間②について、社会保険事務所の記録によると、Ｂ社は、昭和 40

年１月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、申立人を

含む 23 人が同日付けで当該事業所における厚生年金保険の被保険者資格を



 

喪失していることが確認できる。 

 また、上述の 23 人のうち、所在が確認できた７人に照会したところ、５

人から回答があり、このうち元事業主は「当該事業所は、昭和 40 年１月１

日に倒産し、申立人はその後も残務整理の仕事をしていたと思うが、残務整

理期間の厚生年金保険料は給与から控除していなかったと思う。」と供述し

ており、当該事業所の経理担当者であった者は「当該事業所は、昭和 40 年

１月に倒産し、その時点で従業員全員の厚生年金保険の被保険者資格の喪失

届を提出した。自分も含め、数人の元従業員が倒産後も残務整理を行ったが、

申立人も一緒だったか否かは分からない。残務整理期間は、給与から厚生年

金保険料の控除は行っていなかったと思う。」と供述しているとともに、残

りの同僚３人のうち一人からも「自分は、作業場担当で、倒産後、短期間残

務整理を手伝っていたが、給与から厚生年金保険料を控除されていなかった

と思う。」と供述していることから、当該事業所は昭和 40 年１月に倒産し、

引き続き残務整理で残った元従業員に対しては、厚生年金保険料を給与から

控除していなかったことがうかがわれる。 

さらに、申立人が、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料は無く、申立人の

申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情も見当たらない。 

なお、社会保険事務所が保管する当該事業所の被保険者原票には、昭和

40年１月１日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失した 23人全員に、同年

７月 26日時点で「証未返納」の記載があるが、ⅰ）23人中９人が、同年１

月から７月にかけて他の事業所で厚生年金保険の被保険者資格を取得して

いること、ⅱ）同じく一人が、同期間に国民年金に加入し、国民年金保険料

を納付していることが、社会保険庁のオンライン記録から確認できるととも

に、ⅲ）上述の経理担当者は「自分は、昭和 40 年４月に別の会社で勤務し

たが、Ｂ社では厚生年金保険料を滞納したことは無く、同年７月にさかのぼ

って従業員の資格喪失を行った記憶も無い。」と供述していることから、健

康保険証が同年７月 26 日時点で返納されていなかったのは、単に事務処理

の遅延に基づくものであったと推認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

３ これらの申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として両申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


